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（ 証券コ ード ）2729
年６ 月１ 日2020

株 主 各 位
東京都港区港南一丁目２ 番 号70

株式会社
代表取締役社長 篠 原 昌 司

第 回定時株主総会招集ご通知59
拝啓 平素は格別のご高配を賜り 、 厚く お礼申し 上げます。

さ て 、 当社第 回定時株主総会を下記によ り 開催いたし ま すので、 ご通知申し 上げます。59
なお、 当日ご出席さ れない場合は、 書面によ っ て議決権を 行使する こ と ができ ま すので、 お手

数ながら 後記の株主総会参考書類を ご検討のう え、 同封の議決権行使書用紙に議案に対する賛否

を ご表示いただき 、 年６ 月 日（ 月曜日） 午後５ 時 分ま でに到着する よ う ご返送く だ さ2020 15 30
いますよ う お願い申し 上げます。

敬 具
記

日 時1. 年６ 月 日（ 火曜日） 午前 時2020 16 10
場 所2. 東京都港区台場一丁目９ 番１ 号

ヒ ルト ン東京お台場 １ 階「 オ リ オ ン 」

（ 末尾の株主総会会場ご案内図をご参照く ださ い。）

目的事項3.
報告事項 第 期（ 年４ 月１ 日から 年３ 月 日まで）1. 59 2019 2020 31

事業報告の内容、 連結計算書類の内容なら びに会計監査人及び監査役会の

連結計算書類監査結果報告の件

第 期（ 年４ 月１ 日から 年３ 月 日まで）2. 59 2019 2020 31
計算書類の内容報告の件

決議事項

第１ 号議案 剰余金処分の件

第２ 号議案 取締役７ 名選任の件

第３ 号議案 監査役２ 名選任の件

第４ 号議案 補欠監査役２ 名選任の件

以 上
〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰
当日ご出席の際は、 お手数ながら 同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出く だ さ いま すよ

う お願い申し 上げます。
なお、 株主総会参考書類なら びに事業報告、 計算書類及び連結計算書類に修正が生じ た場合

は、 当社ホームページ（ ） に掲載さ せていただき ま す。https:/ / www.jalux.com
【 新型コ ロ ナウ イ ルス対応につき ま し ては次頁を必ずご参照く ださ い】
【 本株主総会ご出席の株主様へのお土産は廃止と さ せていただき ま す】

https://www.jalux.com
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第 回定時株主総会における 新型コ ロ ナウ イ ルス対応についてのご案内59

当社第 回定時株主総会を 開催する に あた り 、 株主の皆さ ま の健康と 安全を 第一に考え 、59
新型コ ロ ナ ウ イ ルス 「 」 の感染予防及び拡大防止の措置と し て 以下の と お り ごCOV ID-19
案内申し 上げま す。 株主の皆さ ま のご理解と ご協力を お願い申し 上げま す。

１ ． ご来場を ご予定の株主様へのお願い

・ 感染リ ス ク を 避ける ため、 本年は株主総会当日のご来場を 見合わせ、 書面によ る 事前

の議決権行使を 強く ご推奨申し 上げま す。

・ ご来場を 予定さ れる 株主の皆さ ま に おかれま し ては、 当日ま での健康状態にご 留意い

ただき 、 く れぐ れも ご無理を なさ れま せぬよ う お願い申し 上げま す。

・ 当日の感染状況や健康状態にご留意いただき 、 体温 度以上の方や基礎疾患を お持37.5
ち の方、 妊娠さ れて いる 方、 妊娠さ れている 可能性のある 方、 体調が優れない方はご

出席を お控え く だ さ る よ う お願い申し 上げま す。

２ ． ご来場時における 株主様へのご協力のお願い

・ ご来場にあた っ ては、 会場の衛生環境の維持、 他の株主様への配慮に鑑み、 マ ス ク 未

着用でのご 入場はご遠慮いた だき ま す。 ま た 、 ア ルコ ール消毒液の使用にご協力を お

願い申し 上げま す。

・ ス タ ッ フ に よ る 検温を さ せていただ き 発熱がある と 認めら れる 方はご入場を お断り す

る 場合がござ いま す。

・ 会場内は間隔を 空けて 席を 配置する た め、 座席数が大幅に 減少いた し ま す。 そ の た

め、 当日ご来場いただいても ご入場を お断り する 場合がご ざいま す。

３ ． 総会議事運営に関し てご了承いただき たいこ と

・ お土産につき ま し て 、 本年よ り 廃止さ せていただ き ま す。

・ 当社役員、 運営ス タ ッ フ はマ ス ク を 着用さ せていただ き ま す。

・ 株主総会の議事は、 例年よ り 時間を 短縮し て行う 予定です。

・ 出席役員は限ら せていただき ま す。

・ 株主総会での資料につき ま し ては、 総会終了後に当社ホームページにて開示いたし ま

す。

そ の他、 本株主総会に関し て感染予防のための措置を 講じ る 場合がご ざ いま す。 詳細は、

当社ホームページ（ ） に てお知ら せいた し ま す。https:/ / www .jalux.com

株主の皆さ ま におかれま し ては、 大変ご 不便を お掛けいた し ま すが、 何卒ご理解を いただ

き ま すよ う 、 宜し く お願い申し 上げま す。

以 上

https://www.jalux.com
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（ 添付書類）

事 業 報 告 ( 20192020
年
年

４
３

月
月

１
31

日から
日ま で )

１ ． 当社グループ の現況に関する事項

（ ） 事業の経過及びそ の成果1
当連結会計年度における わが国の経済は、 企業収益や雇用環境の改善を背景に緩やかな回

復基調が継続し たも のの、 米中貿易摩擦の長期化懸念など 不安定な国際情勢が継続し 、 当第

４ 四半期については、 新型コ ロ ナウ イ ルス の世界的な拡大によ り 内外経済に甚大な影響を 及

ぼし ま し た。

（ 新型コ ロ ナウ イ ルス拡大による当社グループ事業への主な影響）

世界各国での航空会社の減便措置や渡航制限によ り 訪日外国人を 含む航空・ 空港利用客数

が減少し たほか、 政府や自治体によ る外出禁止や自粛要請、 各種イ ベン ト の中止など によ り

百貨店や小売店・ ホテル・ 飲食店など の利用客数が減少し ま し た。

当社グループ の事業環境を 示す一つの指標と し て、 日本政府観光局（ ） の発表によJNTO
る 年３ 月の訪日外国人数は、 前年同月比 ％減の ％でし た。2020 93.0 7.0

当社グ ループ 事業への主な影響と し て、 年３ 月の空港店舗の売上高は前年同月比2020
％、 免税店舗は同 ％と なり ま し た。 ま た そ の他、 百貨店向けの贈答用食品販売や、38.7 25.9

ホテ ル・ レ ス ト ラ ン ・ 飲食店・ 小売店向けの水産物・ 農産物・ ワ イ ン の卸販売、 空港店舗向

け弁当類・ 土産菓子類の卸販売など 、 当社グ ループ の多岐に わた る 事業に 影響が及びま し

た。

こ のよ う な環境の下、 当社グループ の事業概況は、 以下のと おり と なり ま し た。

売上高は、 航空機エ ン ジン 部品販売の一部主要取引先から の受注減少など に加え、 当第４

四半期に航空・ 空港利用客数が減少し たこ と に よ り 空港店舗や免税店舗及び免税店舗向け卸

販売など が減少し ま し た。 こ れら の結果、 前年同期比 百万円減の 百万円（ 前41,038 144,688
年同期比 ％） と なり ま し た。77.9
売上総利益は、 売上高が減少し た一方で、 前期に販売用中古航空機の評価減を行っ た反動

の結果、 前年同期比 百万円減の 百万円（ 同 ％） と なり ま し た。749 25,840 97.2
営業利益は、 売上総利益が減少し た一方で、 歩合家賃や商品運送費など の販売費が減少し

た結果、 前年同期比 百万円減の 百万円（ 同 ％） と なり ま し た。658 3,969 85.8
経常利益は、 営業利益が減少し た一方で、 持分法によ る投資利益が増加し た結果、 前年同

期比 百万円減の 百万円（ 同 ％） と なり ま し た。356 4,738 93.0
親会社株主に帰属する当期純利益は、 上記の持分法によ る 投資利益の増加や税金費用の減

少及び非支配株主に帰属する 当期純利益の減少によ り 、 前年同期比 百万円増の 百118 3,081
万円（ 同 ％） と なり ま し た。104.0
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（ ） セグ メ ン ト 別概況2
次にセグ メ ン ト 別の概況について、 ご報告いたし ま す。

当連結会計年度よ り 、 事業セグ メ ン ト の利益又は損失の算定方法を 、 従来の配賦前営業

利益から 全社費用等（ 管理部門の費用等） 配賦後の経常利益に変更し ていま す。 ま た、 前

連結会計年度のセグ メ ン ト 情報については、 上記変更を 踏ま えて作成し たも のを 記載し て

い ま す。 ま た、 当連結会計年度よ り 、「 航空・ 空港関連事業」 のセ グ メ ン ト 名称を 「 航

空・ 空港事業」 に変更し ていま す。 なお、 当社グループ企業の決算期については、 国内連

結子会社は３ 月期、 海外連結子会社は 月期です。12

航空・ 空港事業

航空・ 空港事業は、 主力事業と し て、 航空機エ ン ジン の製造・ 整備を 行う 日本の重工業

メ ーカ ーに対し 、 海外部品メ ーカ ーから 調達し たエ ン ジン 部品を 供給する事業を 展開し て

いま す。 当期は一部主要取引先重工業メ ーカ ーから の受注が減少し た こ と に よ り 、 減収と

な り ま し た。 ま た、 そ の 他の 航空機部品販売な ど は 取扱量が 増加し ま し た。 JALUX
における航空機エ ン ジン リ ース事業は、 引き 続き 堅調に推移しSINGAPORE PTE. LTD.

ま し た。 海外空港運営事業は、 ミ ャ ン マ ーにおいて当第４ 四半期に航空会社の減便措置に

よ る 影響があり ま し たが、 当第３ 四半期連結累計期間の航空需要の増加に伴い順調に推移

し た結果、 こ の持分法によ る 投資利益は前期に比べ増加し ま し た。 なお、 前期に販売用中

古航空機の評価減を行っ たこ と によ り 、 当期のセグ メ ン ト 利益は前期を上回り ま し た。

こ れら の結果、 セグ メ ン ト 合計では、 売上高 百万円 前年同期比 ％）、 営業利48,819 ( 57.8
益 百万円 同 ％）、 経常利益は 百万円（ 同 ％） と なり ま し た。1,449 ( 259.6 1,437 343.0

ラ イ フ サービス事業

不動産事業は、 販売・ 分譲用の国内不動産開発について、 地価や建設資材の高騰及び高

止ま り など の市場環境に鑑み、 案件の厳選に努めま し た。 一方で、 仲介や施設管理・ 工事

など は順調に 推移し ま し た。 ま た、 タ イ に お け る サ ー ビ ス 付ア パー ト メ ン ト 運営事業

「 」 は前期に比べ稼働率が向上し ま し た。 保険事業は カ ード 会員向けのL’axe Sriracha JAL
保険や法人向けの保険販売が拡大し ま し た。 機械・ 資材事業は、 用紙・ 包材の販売につい

ては概ね前期並みで推移し ま し た。 特殊車両は、 海外メ ーカ ー製橋梁点検車両の国内販売

が増加し ま し た。 米国での道路補修材「 」 の販売は、 重点強化州を 絞りAQUA PATCH
込んだ販売活動の推進に加え、 製造拠点増によ り 輸送コ ス ト を削減し ま し た。

こ れら の結果、 セグ メ ン ト 合計では、 売上高 百万円（ 前年同期比 ％）、 営業13,095 95.9
利益 百万円 同 ％）、 経常利益は 百万円（ 同 ％） と なり ま し た。1,283 ( 113.2 759 115.9

リ テール事業

空港店舗事業「 」 は、 前期の期中における賃貸借契約満了によ る一部の店舗BLUE SKY
閉鎖に伴い販売が減少し た こ と に加え、 当第４ 四半期の航空・ 空港利用客数の減少など に

よ り 、 販売が減少し ま し た。 免税店舗事業「 」 は、 一部店舗の改装や訪JAL DUTYFREE
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日外国人の消費動向の変化の影響に加え、「 」 同様、 当第４ 四半期の航空・ 空BLUE SKY
港利用客数の減少など によ り 、 販売が減少し ま し た。 免税店舗向け卸販売は、 当期に新た

な取引先の拡大があっ たも のの、 当第４ 四半期の需要減など によ り 、 減少し ま し た。 通信

販売事業は、 イ ン タ ーネッ ト 通販サイ ト 「 シ ョ ッ ピ ン グ 」 によ る販売が増加し ま し た。JAL
贈答用食品販売は、 当第４ 四半期の百貨店利用客数の減少など によ り 、 減少し ま し た。

こ れら の結果、 セグ メ ン ト 合計では、 売上高 百万円（ 前年同期比 ％）、 営業57,625 91.1
利益 百万円（ 同 ％）、 経常利益 百万円（ 同 ％） と なり ま し た。2,308 59.0 1,900 55.3

フ ーズ・ ビバレッ ジ事業

水産物は、 寿司種用など 生食用加工品の卸販売が増加し たほか、「 ト ン ロ ー日本市場」

（ タ イ ） に つ いて、 鮮魚の輸出・ 販売が増加し ま し た。 農産物は、 ス ーパーマ ーケ ッ ト な

ど への卸販売において、 パプ リ カ やオ ラ ン ダ 産ミ ニ ト マ ト 「 」 が順調に推移し た一Vanity
方で、 オ ク ラ や野菜加工品が低調な販売と なっ たほか、 当第４ 四半期における航空輸送費

の高騰によ り 費用が増加し ま し た。 ワ イ ン は、 フ ラ ン ス産シャ ン パーニ ュ 「 ビ ルカ ール ・

サルモ ン 」 や新たに取扱いを 始めたチ リ 産ワ イ ン 「 エ ラ ス リ ス 」 など の卸販売が増加し た

一方で、 当第４ 四半期は各種イ ベン ト の中止や外出自粛の影響など によ り 、 ホテ ル ・ レ ス

ト ラ ン ・ 飲食店の需要が減少し ま し た。 ま た、 販売促進や在庫保管など に係る費用が増加

し ま し た。 加工食品は、 当社オ リ ジナル菓子類の卸販売が増加し たほか、 米国のス イ ーツ

セレ ク ト シ ョ ッ プ 「 」 や （ タ イ ） 向けの日本ブ ラ ン ド 菓子類J.sweets JALUX ASIA Ltd.
の輸出・ 販売が増加し ま し た。 食料品製造は、 当第４ 四半期の航空・ 空港利用客数の減少

や外出自粛の影響など によ り 、 空港店舗を はじ め交通系リ テ ール向けの弁当類の需要が減

少し 、 低調に推移し ま し た。

こ れら の結果、 セグ メ ン ト 合計では、 売上高 百万円（ 前年同期比 ％）、 営26,574 103.5
業利益 百万円（ 同 ％）、 経常利益 百万円（ 同 ％） と なり ま し た。846 92.9 347 82.7

（ セグ メ ン ト 別売上高）

事 業 別 区 分

第 期58
自
至
2018
2019

年
年
４
３
月
月

１
31

日
日

第 期59
自
至
2019
2020

年
年
４
３
月
月

１
31

日
日

前連結会計年度比

売 上 高 売 上 高 増減額 増減率

百万円 百万円 百万円 ％

△ △航 空 ・ 空 港 事 業 84,444 48,819 35,625 42.2
△ △ラ イ フ サ ー ビ ス 事 業 13,654 13,095 559 4.1

△ △リ テ ー ル 事 業 63,271 57,625 5,646 8.9
フ ーズ ・ ビ バレ ッ ジ事業 25,670 26,574 903 3.5

各業績数値は、 グ ループ 内セグ メ ン ト 間売上高及び振替高調整前の金額です。
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（ セグ メ ン ト 別営業利益）

事 業 別 区 分

第 期58
自
至
2018
2019

年
年
４
３
月
月

１
31

日
日

第 期59
自
至
2019
2020

年
年
４
３
月
月

１
31

日
日

前連結会計年度比

営 業 利 益 営 業 利 益 増減額 増減率

百万円 百万円 百万円 ％

航 空 ・ 空 港 事 業 558 1,449 891 159.6
ラ イ フ サ ー ビ ス 事 業 1,133 1,283 149 13.2

△ △リ テ ー ル 事 業 3,912 2,308 1,604 41.0
△ △フ ーズ ・ ビ バレ ッ ジ事業 911 846 64 7.1

各業績数値は、 グ ループ 内セグ メ ン ト 間売上高及び振替高、 配賦不能営業費用（ 管理部門の費用等） 調整前

の金額です。

（ セグ メ ン ト 別経常利益）

事 業 別 区 分

第 期58
自
至
2018
2019

年
年
４
３
月
月

１
31

日
日

第 期59
自
至
2019
2020

年
年
４
３
月
月

１
31

日
日

前連結会計年度比

経 常 利 益 経 常 利 益 増減額 増減率

百万円 百万円 百万円 ％

航 空 ・ 空 港 事 業 418 1,437 1,018 243.0
ラ イ フ サ ー ビ ス 事 業 655 759 104 15.9

△ △リ テ ー ル 事 業 3,437 1,900 1,536 44.7
△ △フ ーズ・ ビ バレ ッ ジ事業 420 347 72 17.3

各業績数値は、 グ ループ 内セグ メ ン ト 間売上高及び振替高、 配賦不能営業費用（ 管理部門の費用等）、 配賦不

能営業外収益及び営業外費用調整前の金額です。
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（ ） 設備投資の状況3
当連結会計年度に実施し た設備投資の総額は、 百万円であり ま す。2,224
主なも のと し て、 リ テ ール事業において空港店舗改装・ 消費税増税に伴う ソ フ ト ウ ェ ア 改

修等に 百万円の設備投資、 ラ イ フ サービ ス事業において賃貸等不動産の取得に 百万970 608
円の投資を実施し ま し た。

（ ） 資金調達の状況4
当連結会計年度の所要資金は、 自己資金及び借入金によ り 賄いま し た。

（ ） 財産及び損益の状況5

区 分
第 期56

（ 年３月期）2017
第 期57

（ 年３月期）2018
第 期58

（ 年３月期）2019
第 期59

（ 年３月期）2020

売 上 高（ 百万円） 143,217 153,404 185,726 144,688
経 常 利 益（ 百万円） 4,222 5,166 5,094 4,738
親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益

（ 百万円） 2,572 2,693 2,962 3,081

１ 株当た り 当期純利益（ 円） 203.48 213.02 234.34 243.69
純 資 産（ 百万円） 21,445 23,634 26,051 28,046
総 資 産（ 百万円） 43,934 49,013 56,887 60,844

（ 注） １ 株当た り 当期純利益は、 期中平均株式数（ 自己株式数を 控除し た株式数） に基づき 算出し ており ま す。
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（ ） 重要な子会社の状況6

会 社 名 資 本 金
議決権
比 率

主要な事業内容

％

JALUX AMERICAS, Inc.
（ 在米国）

千米ド ル 貿易業5,000 100.0

JALUX ASIA Ltd.
（ 在タ イ 国）

千バーツ 貿易業24,000 85.0

株式会社JAL-DFS
（ 在日本国）

千円 免税販売店業300,000 60.0

株式会社 エ アポートJALUX
（ 在日本国）

千円 物品及び飲食品販売業15,000 100.0

JALUX SHANGHAI Co., Ltd.
（ 在中国）

千米ド ル 貿易業1,000 100.0

JALUX ASIA SERV ICE Ltd.
（ 在タ イ 国）

千バーツ2,000 100.0
［ ］100.0 店舗運営の受託

JALUXASIA RECRUITMENT Ltd.
（ 在タ イ 国）

千バーツ2,000 100.0
［ ］100.0 人材紹介業

株式会社 保険サービ スJALUX
（ 在日本国）

千円80,000 100.0
保険代理店業、
フ ァ イ ナン シャ ル ・ コ ン
サルテ ィ ン グ業

株式会社 ト ラ ストJALUX
（ 在日本国）

千円139,000 100.0 不動産業、 賃貸管理業、
介護サービ ス業

日本エア ポート デリ カ 株式会社
（ 在日本国）

千円 食料品製造業100,000 51.0

株式会社 フレッ シュ フ ーズJALUX
（ 在日本国）

千円 農産物輸入販売業50,000 100.0

JRE DEVELOPMENT Co., Ltd.
（ 在タ イ 国）

千バーツ27,780 100.0
［ ］100.0 不動産業

AERO ASSET Co., Ltd.
（ 在タ イ 国）

千バーツ830 100.0
[100.0] 不動産業
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会 社 名 資 本 金
議決権
比 率

主要な事業内容

％

B SKY Co., Ltd.
（ 在タ イ 国）

千バーツ830 100.0
［ ］100.0 不動産業

EEZ CONTINENTAL Co., Ltd.
（ 在タ イ 国）

千バーツ830 100.0
［ ］100.0 不動産業

株式会社JALUX STYLE
（ 在日本国）

千円20,000 100.0 雑貨類企画開発及び輸入
販売業、 通信販売業

JALUX SINGAPORE PTE. LTD.
（ 在シン ガポール国）

千米ド ル5,069 100.0 航空機関連アセッ ト マ ネ
ジメ ン ト 業

J VALUE CO., LTD.
（ 在タ イ 国）

千バーツ44,440 62.5
［ ］51.0 食品販売業

JALUX AMZ DUTY FREECO., LTD.
在ラ オス国）( 百万キッ プ13,097 66.0

[15.0] 免税販売店業

JALUX CANADA, INC.
（ 在カ ナダ 国）

千米ド ル330 100.0
［ ］100.0 菓子販売店業

（ 注） 連結子会社のすべてを 重要な子会社と し て記載し てお り ま す。1.
　 及び は当連結会計年度に おい て 新た2. JALUX AMZ DUTY FREE CO., LTD. JALUX CANADA, INC.

に設立し ま し た 。

　 は当連結会計年度に全株式を 売却し ま し た 。3. T aniyama Siam Co., Ltd.
は当連結会計年度において清算結了し ま し た 。4. Aqua Patch Road Materials, L.L.C.

グ レ ン フ ィ ールド 株式会社と グ レ ン チ ェ ッ ク 株式会社は当連結会計年度においてグ レ ン フ ィ ールド 株式会5.
社を 存続会社と し て合併し 、 株式会社 と 社名を 変更し て いま す。JALUX STYLE

は、 当連結会計年度に おいて 持分の２ ％を 譲渡し 、 関連会6. JALUX TASECO DUTY FREE Co., LTD.
社と なり ま し た 。

議決権比率の 内は間接所有割合で内数です。7. [ ]
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（ ） 対処すべき課題7
当社グループ は「 幸せづく り のパート ナー」 と いう 企業理念の下、 持続的成長と 発展によ

る グ ループ 企業価値の向上を 目指し て、 現中期経営計画「 」 を 推進し てNext Stage 2020
おり ま す。 し かし 、 年初来のいわゆる 「 コ ロ ナ危機」 は、 長期化すれば当社経営計画に大き

な負のイ ン パク ト と なり 得る 脅威と 捉え、 コ ロ ナ危機後を 予測し ながら 、 以下の課題に取り

組んでまいり ます。

① 収益力の多様化

当社グ ループ の収益力は、 第一に、 大き な強みを 持つ航空・ 空港ビ ジネス領域において、

イ ン バウ ン ド の急激な増大、 そ し て、 航空機・ 空港需要の拡大と いう ト レ ン ド を大いに享受

し て、 国内空港物販店、 国内・ 海外免税店、 航空機部品、 エ ン ジン リ ース 、 海外空港運営事

業など のビ ジネスで、 強化さ れてき ま し た。

第二に、 航空・ 空港ビ ジネス領域には直接関連し ない領域、 すなわち 、 農産物、 水産物、

ワ イ ン 、 お土産菓子類など の輸入販売、 輸出販売、 国内販売を 拡大、 ま た、 不動産投資事

業、 保険サービ ス事業、 大手百貨店と の良好な関係を 基盤と する ビ ジネス など で、 拡大し て

き ま し た。

当社グ ループ は、 コ ロ ナ 危機を 、 収益力の多様化に ド ラ イ ブ を かけ る べき 好機と 捉え、

「 航空・ 空港ビ ジネス領域」 に おいては、 ポス ト コ ロ ナ危機を 見極め、 既存の優良ビ ジネス

の復活・ 再生を行う と 同時に、 技術イ ノ ベーショ ン の積極的な導入と ビ ジネス モ デル変革に

よ っ て 、 収益性向上と 市場シェ ア拡大の両方を目指し ます。

「 非航空・ 空港ビ ジネス領域」 においては、 当社グループ が長年に渡り 築き 上げてき た リ

ソ ース を 最大限活用し 、「 既存の優良ビ ジネス の派生領域を 狙っ た新規ビ ジネス 」、 そ し て 、

「 複数のビ ジネス 領域融合を 狙っ た 新規ビ ジネス 」 の構築によ っ て 収益力を 高める こ と で、

将来のウ イ ルス感染パン デミ ッ ク リ ス ク に対する抵抗力を高めます。

② 「 非航空・ 空港ビ ジネス領域」 強化戦略

年２ 月 日、「 企業価値向上のための新たな成長戦略と 推進体制について 」 を発表し2020 28
ており ます。

地方創生・ 第 次産業プ ロ ジェ ク ト(1) 6
「 食」 を 通じ て、 地域社会の活性化と 持続的な地域経済発展を 目指す取り 組みです。 当社

が信頼関係を 築いて き た日本全国の漁業、 農業、 酪農において 「 生産者の顔が見える 」、 鮮

度が高く 、 安全で高品質な旬の食材を 、 ま ずは、 羽田空港経由、 陸上輸送パート ナー と 共

に、 首都圏 万人に供給し ま す。 ま た、 海外の 「 和食ブ ーム」 の高ま り を 捉えて、 こ の4,400
ビ ジネスを海外に広げて行きます。

地方創生・ 冷凍食品プ ロ ジェ ク ト(2)
女性活躍推進法や働き 方改革によ る 共働き世帯の増大によ る 冷凍食品の需要が拡大し てい

ます。 更に、 コ ロ ナ危機によ る 外食から 中食への大き なシフ ト によ っ て 、 冷凍食品がよ り 一

層注目さ れる状況になっ ていま す。
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進化する 冷凍・ 解凍技術に 着眼、 当社が長年に 渡り 培っ て き た 食品事業ノ ウ ハウ を 活か

し 、 高品質な優良冷凍食品ラ イ ン ア ッ プ拡充を推進し ま す。 ま た、 地方において規格外と し

て 扱われて いる 鮮魚や青果を 原料と する 冷凍食品の地元生産を 企画し て、「 食品ロ ス 問題」

への解決にも取り 組みます。

イ ノ ベーショ ン 推進(3)
デジタ ルテ ク ノ ロ ジーの急速な進化によ り 、 当社グループ のビ ジネス を取り 巻く 環境変化

のス ピ ード が加速する中、 イ ノ ベーショ ン 推進を 通じ て、 付加価値創造と イ ノ ベーショ ン の

視点を 強化し 、 かつ、 環境変化にタ イ ムリ ーに対応・ 進化し て行く と いう 強い意思と 確たる

姿勢を 、 当社グループ の企業文化に組み込むこ と によ っ て 、 既存ビ ジネス への技術イ ノ ベー

ショ ン 導入によ る 生産性向上、 現行ビ ジネス の派生領域や融合領域での新規ビ ジネス構築、

そ し て、 当社グループ なら ではの を 活用し た破壊的イ ノ ベーショ ン 領域にも 挑戦し て行DX
き ます。

③ サステナビ リ テ ィ 推進

当社グループ は、 持続可能な社会が実現さ れなければ、 企業活動は成立し ないこ と を認識

し 、 上記に述べた企業理念の下、 サステ ナビ リ テ ィ の視点を 経営に組み込むこ と を 、 更に促

進し て行き ま す。 が要請する 価値観を 経営判断のメ ルク マ ールと し て当社グループ のSDGs
成長を 目指し ま す。 ま た、 当社グループ の取り 組み進捗状況や成果について、 定期的に情報

開示を 行う こ と で、「 投資」 など の社会的評価や格付けを 高める こ と ができ る よ う 不断ESG
の努力を続けます。

④ 事業継続性の確保

当社グループは、 大規模な自然災害や事故災害を はじ めと する事業活動に多大な影響を 及

ぼす懸念のある 事象に対応するため、 既存体制のシス テム整備を継続し 、 定期的にそ の有効

性を評価する こ と で、 事業継続性を確実にする仕組みを引き続き強化し て行き ます。

ま た、 今回の「 コ ロ ナ危機」 を踏ま え、 テ レ ワ ーク 、 フ リ ーア ド レ ス 、 時短勤務など の働

き方改革を加速し ます。
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（ ） 主要な事業内容（ 年３ 月 日現在）8 2020 31
〔 航空・ 空港事業〕

・ 航空機及び航空機部品の販売

・ 航空機用エン ジンのリ ース

・ 空港関連設備資材・ 車両の販売

・ 航空機客室用品の企画・ 販売

〔 ラ イ フ サービ ス事業〕

・ 損害保険代理店、 生命保険代理店、 保険代理店 事業BPO ＊

・ 不動産の販売・ 分譲・ 仲介・ 賃貸

・ 建物等の施設管理、 清掃、 保守

・ 介護サービ ス

・ 環境関連設備資材、 特殊車両、 生活資材、 印刷・ 用紙資材の販売

〔 リ テ ール事業〕

・ カ タ ロ グ及びイ ン タ ーネッ ト によ る通信販売

・ 機内販売品の企画・ 販売及び業務受託

・ 服飾・ 雑貨、 贈答用食品等の企画・ 販売

・ 空港店舗、 空港免税店舗の運営

〔 フ ーズ・ ビ バレ ッ ジ事業〕

・ 加工食品、 酒類の企画・ 販売及び食料品製造

・ 水産物、 農産物及び畜産物等の企画・ 販売

＊保険代理店 （ ） 事業： 個人向け保険業務の一環である 顧客サービBPO Business Process Outsourcing
ス 業務（ 契約手続き やコ ールセン タ ー業務など ） の一部を 受託する 事業
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（ ） 主要拠点等（ 年３ 月 日現在）9 2020 31
本社 東京都港区港南１ ２- -70
西日本支社 大阪府大阪市

株式会社 （ 子会社） 千葉県成田市JAL-DFS

株式会社 エ アポート （ 子会社）JALUX

本店： 東京都港区

北海道エ リ ア支店： 北海道千歳市

東日本エ リ ア支店： 東京都大田区

西日本エ リ ア支店： 大阪府泉南郡

九州沖縄エ リ ア支店： 福岡県福岡市

株式会社 フ レ ッ シュ フ ーズ（ 子会社） 東京都品川区JALUX
株式会社 ト ラ スト （ 子会社） 東京都大田区JALUX
株式会社 保険サービ ス （ 子会社） 東京都品川区JALUX
日本エア ポート デリ カ 株式会社（ 子会社） 東京都大田区

株式会社 （ 子会社） 東京都大田区JALUX STYLE
（ 子会社） 米 国 ロ ス ア ン ゼルスJALUX AMERICAS, Inc.
（ 子会社） カ ナダ 国 バン ク ーバーJALUX CANADA, INC.

（ 子会社） 中 国 上海JALUX SHANGHAI Co., Ltd.
（ 子会社） タ イ 国 バン コ クJALUX ASIA Ltd.

（ 子会社） タ イ 国 バン コ クJALUX ASIA SERV ICE Ltd.
（ 子会社） タ イ 国 バン コ クJALUX ASIA RECRUITMENT Ltd.

（ 子会社） タ イ 国 バン コ クJRE DEVELOPMENT Co., Ltd.
（ 子会社） タ イ 国 バン コ クJ VALUE CO., LTD.

（ 子会社） タ イ 国 バン コ クAERO ASSET Co., Ltd.
（ 子会社） タ イ 国 バン コ クB SKY Co., Ltd.

（ 子会社） タ イ 国 バン コ クEEZ CONT INENTAL Co., Ltd.
（ 子会社） シン ガポール国 シン ガポールJALUX SINGAPORE PTE. LTD.

（ 子会社） ラ オ ス国 ビ エ ン チャ ンJALUX AMZ DUTY FREE CO., LTD.
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（ 注） 及び は当連結会計年度において新たに設立1. JALUX AMZ DUTY FREE CO., LTD. JALUX CANADA, INC.
し ま し た。

　 は当連結会計年度に全株式を 売却し ま し た 。2. T aniyama Siam Co., Ltd.
は当連結会計年度において清算結了し ま し た 。3. Aqua Patch Road Materials, L.L.C.

グ レ ン フ ィ ールド 株式会社と グ レ ン チ ェ ッ ク 株式会社は当連結会計年度においてグ レ ン フ ィ ールド 株式会4.
社を 存続会社と し て合併し 、 株式会社 と 社名を 変更し て いま す。JALUX STYLE

は、 当連結会計年度に おいて 持分の２ ％を 譲渡し 、 関連会5. JALUX TASECO DUTY FREE Co., LTD.
社と なり ま し た 。

（ ） 従業員の状況（ 年３ 月 日現在）10 2020 31

事業の種類別セグメ ン ト の名称 従業員数（ 人）

航空・ 空港事業 ［ ］85 10
ラ イ フ サービ ス事業 ［ ］208 95
リ テール事業 ［ ］610 562
フ ーズ・ ビ バレ ッ ジ事業 ［ ］157 437
全社（ 共通） ［ １ ］118

合計 ［ ］1,178 1,105

（ 注） 従業員数は、 就業人員（ 当社グ ループ か ら 外部への出向者は除き 、 外部から の 出向者を 含む。） で あ り 、1.
臨時雇用者数（ パート タ イ マ ー、 人材会社から の派遣社員） は［ ］ 内に当連結会計年度の平均人員を 外

数で記載し て おり ま す。

全社（ 共通） と し て記載さ れている 従業員数は、 特定のセグ メ ン ト に区分でき ない管理部門に所属し て い2.
る も のです。

（ ） 主要な借入先（ 年３ 月 日現在）11 2020 31

借 入 先 借 入 金 残 高

株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 百万円3,077

株 式 会 社 み ず ほ 銀 行 1,759

三 井 住 友 信 託 銀 行 株 式 会 社 530

株 式 会 社 三 菱 UFJ 銀 行 450
（ 注） 上記の額には当社連結子会社の借入金を 含みま す。1.

当社は株式会社三井住友銀行及び株式会社みずほ銀行と コ ミ ッ ト メ ン ト ラ イ ン 契約（ 上限 百万円）2. 5,300
を 締結し ていま す。 なお、 コ ミ ッ ト メ ン ト ラ イ ン 契約によ る 借入金残高はあり ま せん。

（ ） そ の他当社グループ の現況に関する重要な事項12
該当事項はあり ま せん。
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２ ． 会社の株式に関する事項（ 年３ 月 日現在）2020 31
（ ） 発行可能株式総数 株1 20,000,000

（ ） 発行済株式の総数 株2 12,775,000

（ ） 株主数 名3 15,564
（ ） 大株主（ 上位 名）4 10

株 主 名 持 株 数 持株比率

双 日 株 式 会 社 千株 ％2,810 22.21

日 本 航 空 株 式 会 社 2,727 21.55

日 本 空 港 ビ ル デ ン グ 株 式 会 社 1,022 8.07

G O L D M A N , S A C H S & C O . R E G 546 4.32

あ い お い ニ ッ セ イ 同 和 損 害 保 険 株 式 会 社 465 3.67

東 京 海 上 日 動 火 災 保 険 株 式 会 社 455 3.60

空 港 施 設 株 式 会 社 168 1.32

日本マ ス タ ー ト ラ ス ト 信託銀行株式会社（ 信託口） 145 1.15

日本ト ラ スティ ･サービ ス信託銀行株式会社（ 信託口５ ) 112 0.89

前 田 道 路 株 式 会 社 104 0.82
（ 注） 当社は、 自己株式 株を 保有し てお り ま すが、 上記大株主から 除いてお り ま す。 ま た 、 持株比率は1. 123,707

こ れを 控除し て計算し てお り ま す。

年７ 月４ 日付で公衆の縦覧に供さ れて いる 大量保有報告書において 、 年７ 月１ 日現在でカ バウ2. 2019 2019
タ ー ・ マ ネ ー ジ メ ン ト ・ エ ル エ ル シ ー が 千株（ 保有割合 ％）(Kabouter Management, LLC) 641 5.02
を 保有し て いる 旨が記載さ れている も のの、 当社と し て当事業年度末現在における 同社の実質所有株式数

の確認ができ ま せんので、 上記大株主には含めて おり ま せん。

３ ． 会社の新株予約権等に関する事項

（ ） 当事業年度の末日に当社役員が保有する 職務執行の対価と し て交付さ れた新株予約権等の1
内容の概要

該当事項はあり ま せん。

（ ） 当事業年度中に当社執行役員等に対し て職務執行の対価と し て交付さ れた新株予約権等の2
内容の概要

該当事項はあり ま せん。
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４ ． 会社役員に関する事項

（ ） 取締役及び監査役の状況（ 年３ 月 日現在）1 2020 31
会社における地位 氏 名 担当及び重要な兼職の状況

代表取締役社長
社 長 執 行 役 員

篠 原 昌 司

代 表 取 締 役
副社長執行役員

丸 川 潔 社長補佐

取 締 役
常 務 執 行 役 員

山 口 修 社長特命（ 海外事業戦略・ 空港リ テール事業戦略）

取 締 役 小 川 洋 一 日本空港ビ ルデン グ株式会社 顧問
株式会社 代表取締役社長Air BIC

株式会社日本空港ロ ジテム 社外取締役

取 締 役 太 田 茂 日本大学危機管理学部 教授
り んかい日産建設株式会社 社外取締役

取 締 役 横 山 直 樹 双日株式会社 執行役員
双日イ ン フ ィ ニ テ ィ 株式会社 社外取締役
双日食料株式会社 社外取締役
SAIGON PAPER CORPORAT ION Chairman Of
The Board Of Management

取 締 役 斎 藤 祐 二 日本航空株式会社 執行役員

株式会社 エービ ーシー 社外取締役JAL

監 査 役 葛 野 大 介 常勤監査役

監 査 役 木 下 宏

監 査 役 後 藤 浩 之 東京海上日動火災保険株式会社 常務執行役員

三菱鉱石輸送株式会社 社外取締役

東京国際空港タ ーミ ナル株式会社 社外監査役
（ 注） 取締役小川 洋一氏、 太田 茂氏、 横山 直樹氏及び斎藤 祐二氏の４ 氏は、 社外取締役であり ま す。1.

監査役木下 宏氏及び後藤 浩之氏の両氏は、 社外監査役であり ま す。2.
当社は、 取締役太田 茂氏、 監査役木下 宏氏及び後藤 浩之氏の３ 氏を 、 東京証券取引所の有価証券上場3.
規程第 条の２ に基づ く 独立役員の要件及び当社が定める 「 社外役員の独立性判断基準」（ 頁を ご 参436 63
照下さ い。） を 満た し て おり 、 独立役員と し て指定し 、 同取引所に届け出ており ま す。

後藤 浩之氏は、 東京海上日動火災保険株式会社 常務執行役員であり 、 当社は同社と の間で損害保険代

理店と し て取引関係があり ま すが、 同社と の取引額は僅少であり 、 同氏の独立性に影響を 与え る も のでは

ないと 判断し ており ま す。

取締役込山 雅弘氏、 来栖 茂実氏、 豊島 滝三氏の３ 氏は、 年６ 月 日開催の第 回定時株主総会4. 2019 14 58
終結の時を も っ て退任いた し ま し た 。 ま た 、 監査役寺林 努氏は、 同株主総会終結の時を も っ て 辞任いた

し ま し た 。
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取締役太田 茂氏は、 年 月 日を も っ て日本大学危機管理学部 教授を 退任いたし ま し た 。5. 2020 3 31
取締役横山 直樹氏は、 年 月 日を も っ て双日イ ン フ ィ ニ テ ィ 株式会社 社外取締役、 双日食料株6. 2020 3 31
式会社 社外取締役を 退任いたし ま し た 。

取締役斎藤 祐二氏は、 年 月 日を も っ て 株式会社 エ ービ ーシー 社外取締役に就任いた し ま7. 2019 6 29 JAL
し た 。

監査役後藤 浩之氏は、 年 月 日を も っ て東京国際空港タ ー ミ ナル株式会社 社外監査役に就任い8. 2019 6 26
た し ま し た 。

（ ） 当事業年度に係る取締役及び監査役の報酬等の総額2
区 分 支給人員 支 給 額 摘 要

取 締 役 ８ 名 百万円 （ う ち社外取締役３ 名 百万円）41 19

監 査 役 ４ 名 百万円 （ う ち社外監査役３ 名 百万円）22 7

合 計 名 百万円12 64
（ 注） 取締役の支給額には、 執行役員兼務取締役の執行役員分報酬が含ま れて おり ま せん。 なお、 執行役員兼務1.

取締役の執行役員分報酬と し て ５ 名に対し 百万円を 支給し ており ま す。61
年６ 月 日開催の第 回定時株主総会において 、 取締役の報酬限度額を 年額 百万円以内（ う ち2. 2017 16 56 220

社外取締役分は年額 百万円以内、 執行役員兼務取締役の執行役員分を 含み、 使用人兼務取締役の使用30
人分給与は含ま ない。）、 年６ 月 日開催の第 回定時株主総会において 、 監査役の報酬限度額を 年2004 23 43
額 百万円以内と 決議いただ いてお り ま す。50
当事業年度末現在の取締役は７ 名（ う ち 社外取締役は４ 名）、 監査役は３ 名（ う ち 社外監査役は２ 名） で3.
あ り ま す。

上記の取締役の報酬等の総額に は、 当事業年度に おける 役員賞与引当金の繰入額 百万円（ 取締役３ 名）4. 3
が含ま れてお り ま す。

（ ） 責任限定契約の概要3
当社は、 社外取締役及び監査役の全員と の間で、 会社法第 条第１ 項に基づく 損害賠償423

責任を会社法第 条第１ 項に定める 最低責任限度額に限定する旨の契約を 締結し ており ま425
す。
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（ ） 社外役員に関する事項4
① 当社と 重要な兼職先と の関係

【 社外取締役】

氏 名 当社と 重要な兼職先と の関係

小 川 洋 一

・ 当社は、 日本空港ビ ルデン グ株式会社と の間に資本業務提携契約なら びに
空港店舗に係る賃貸借契約及び物品販売等の取引関係があり ま す。

・ 当社は、 株式会社と の取引はあり ません。Air BIC
・ 当社は、 株式会社日本空港ロ ジテ ムと の間に物品販売等の取引関係があり
ま す。

太 田 茂
・ 当社は、 日本大学と の取引はあり ません。
・ 当社は、 り んかい日産建設株式会社と の取引はあり ません。

横 山 直 樹

・ 当社は、 双日株式会社と の間に物品販売等の取引関係があり ま す。
・ 当社は、 双日イ ン フ ィ ニ テ ィ 株式会社と の取引はあり ま せん。
・ 当社は、 双日食料株式会社と の間に物品販売等の取引関係があり ま す。
・ 当社は、 と の取引はあり ま せん。SAIGON PAPER CORPORAT ION

斎 藤 祐 二

・ 当社は、 日本航空株式会社と の間に物品販売そ の他業務受託等の取引関係
があり ま す。

・ 当社は、 株式会社 エ ービ ーシーと の間に物品販売等の取引関係がありJAL
ま す。

【 社外監査役】

氏 名 当社と 重要な兼職先と の関係

木 下 宏 ・ 重要な兼職先はあり ません。

後 藤 浩 之
・ 当社は、 東京海上日動火災保険株式会社の損害保険代理店であり ま す。
・ 当社は、 三菱鉱石輸送株式会社と の取引はあり ま せん。
・ 当社は、 東京国際空港タ ーミ ナル株式会社と の取引はあり ません。
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② 当事業年度における主な活動状況

【 取締役会】

当事業年度におきま し ては、 第 回定時株主総会の開催前までに２ 回、 開催後に 回の58 10
取締役会を開催し ま し た。

小川 洋一氏は 回中 回、 太田 茂氏は 回中 回、 横山 直樹氏は 回中 回、 斎12 11 12 12 12 12
藤 祐二氏は 回中 回、 木下 宏氏は 回中 回、 後藤 浩之氏は 回中 回出席し10 10 12 12 10 10
ま し た。 各社外取締役は、 取締役会の意思決定の妥当性・ 適正性を確保する ため、 そ れ

ぞれが客観的な視点から 活発に発言を 行っ ており ま す。 ま た各社外監査役は、 取締役の

業務執行の適正性を確保するため、 助言・ 提言を行っ ており ま す。

【 監査役会】

当事業年度におき ま し ては、 第 回定時株主総会の開催前までに ２ 回、 開催後に６ 回の58
監査役会を開催し ま し た。

木下 宏氏は８ 回中８ 回、 後藤 浩之氏は６ 回中６ 回出席し ま し た。 各社外監査役は、 監

査の方法そ の他の監査役の職務の執行に関する 事項につ いて、 意見の表明を 行いま し

た。
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５ ． 会計監査人の状況

（ ） 名称 有限責任 あずさ 監査法人1

（ ） 報酬等の額2

支 払 額

当事業年度に係る報酬等の額 百万円43

当社及び子会社が会計監査人に支払う べき金銭そ の他の財産上の
利益の合計額

百万円43

（ 注） 当事業年度に係る 報酬等の額は、 金融商品取引法上の監査に対する 報酬等を 含んでおり ま す。1.
当社は会計監査人に対し て 、 公認会計士法第２ 条第１ 項の業務以外の業務（ 非監査業務） である 「 収益認2.
識基準適用支援業務」 等を 委託し 、 そ の対価を 支払っ ており ま す。

当社の 重要な 子会社の う ち 、 、 、3. JALUX AMERICAS, Inc. JALUX SHANGHAI Co., Ltd. JALUX
、 、 、ASIA Ltd. JALUX ASIA SERV ICE Ltd. JALUX ASIA RECRU ITMENT Ltd. JRE

、 、 、DEVELOPMENT Co., Ltd. AERO ASSET Co., Ltd. B SKY Co., Ltd. EEZ CONT INENTAL
、 、 及び は、 当社の会計監査人以外Co., Ltd. JALUX SINGAPORE PTE. LTD. J VALUE CO., LTD.

の公認会計士ま たは監査法人の監査を 受けて おり ま す。

監査役会は、 会計監査人の監査計画の内容、 前事業年度の監査計画と 実績の比較、 会計監査の職務遂行状4.
況及び報酬見積り の算出根拠等が適切である かど う かに ついて必要な検証を 行っ た う えで 、 会計監査人の

報酬等の額に ついて会社法第 条第１ 項の同意を 行っ てお り ま す。399

（ ） 会計監査人の解任または不再任の決定の方針3
監査役会は、 会計監査人が会社法第 条第１ 項各号に定める 項目に該当する と 認めら れ340

る場合には、 監査役全員の同意に基づき 、 会計監査人を解任し ます。

ま た、 監査役会は、 会計監査人の職務遂行状況等を 総合的に判断し 、 会計監査人が適正な

監査を 遂行する こ と が困難である と 認めら れる場合には、 監査役会での決議によ り 、 株主総

会に提出する会計監査人の解任または不再任に関する議案の内容を決定する方針です。
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６ ． 業務の適正を確保するための体制

当社が業務の適正を確保するための体制と し て取締役会において決議し た事項は以下のと お

り であり ま す。

（ ） 取締役及び使用人の職務執行が法令及び定款に適合するこ と を確保する体制に関する事項1
・ 取締役は、 法令に定めら れた 取締役の忠実義務及び監督義務に 則っ て職務執行を 行いま

す。

・ 取締役会は、 法令等遵守のた めの体制を 含む内部統制シス テ ムの整備方針・ 計画を 決定

し 、 定期的に状況報告を受けます。

・ 社外取締役を継続的に選任し 、 取締役の職務執行の監督機能の維持・ 向上を図り ま す。

・ 社長の諮問機関である 「 コ ン プ ラ イ ア ン ス委員会」 を 核と し て、 グループ全体のコ ン プ ラ

イ ア ン スの推進・ 啓発に努めます。

・「 グ ループ 行動指針」 を 策定し 、 グ ループ 全体のコ ン プ ラ イ ア ン ス意識の徹底を 図JALUX
るための体制を整えます。

・「 社内相談・ 報告制度」 を 活用し て、 当社グ ループ 役社員全体で公正で誠実な組織運営を

推進し ています。

・ 内部監査部門が、 内部統制システムが有効に機能し ているかの確認を行います。

（ ） 取締役の職務執行にかかる情報の保存・ 管理に関する事項2
・ 重要な会議の意思決定にかかる 文書及び重要な決裁にかかる文書は、 文書取扱規程に基づ

き保存・ 管理し ます。

・ 情報が記録さ れている媒体を問わず、 管理責任者が内容の重要度に応じ 情報を 分類し て利

用者に取り 扱いを 指示し 、 情報のセキュ リ テ ィ の向上・ 維持及び情報の共有体制を 整えま

す。

（ ） 損失の危険の管理に関する規程そ の他の体制に関する事項3
・ 当社のリ ス ク を管理するために 「 リ ス ク 管理基本規程」 を 制定する と と も に 、 リ ス ク が具

体化し 対応すべき 危機が生じ た場合に備え 「 危機管理規程」 を設け、 当社に生じ る 損失の

最小化に向けた体制を講じ ます。

・ 当社のリ ス ク を管理する にあた っ ては、 リ ス ク の特定、 評価、 及び対応策の構築など 、 適

正な管理体制を設ける こ と によ り 、 損失の危険の管理体制を維持し ます。

・ 当社に損失の危機が生じ た場合に備え、 （ 事業継続計画）、 防災対策、 食品事故発生BCP
時の対応など 、 当社と し ての危機管理対応計画を講じ 、 必要に応じ 見直し の上、 適切な管

理を行います。

・ 投融資活動につ いては、 専門的見地から の リ ス ク 分析と 収益性を 検討する 「 投融資審査

会」 によ り 、 案件ご と に リ ス ク ・ リ タ ーン を分析・ 把握の上、 所要の手続き を も っ て意思

決定を行い、 そ のリ ス ク を管理し ます。
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（ ） 取締役の職務執行が効率的に行われるこ と を確保する体制に関する事項4
・ 取締役の職務を取締役会規程で明確にし 、 職務権限規程、 業務分掌規程に基づき 職務を 適

正に執行し ます。

・ 組織、 業務の簡素化に関する各種施策、 及び の適切な利用等を通じ て業務の効率化を行IT
います。

・ 経営目標を効率的に達成でき る よ う 、 全社最適の組織編成を 行う と と も に、 組織の指揮命

令系統を 明ら かにし 、 目標の達成に必要な範囲で、 各部の長及び管理職に権限を 付し 、 適

時報告を行う 仕組みを講じ ます。

（ ） 当社及び子会社から 成る企業集団における業務の適正を確保する体制に関する事項5
・ 子会社を管理する組織を 定め、 月次ご と に各子会社の業績や効率性を 定量的に把握する と

と も に、 コ ン プ ラ イ ア ン スや事業効率、 リ ス ク 管理など の定性的な課題を把握・ 対応する

ための連携体制を構築し ます。

・ 子会社の経営は、 自主性を 尊重し つつ、 事業内容の定期的な報告及び重要案件の事前協議

を行います。

・ 当社の内部監査部門が、 子会社に対する監査を実施し ます。

（ ） 監査役がそ の職務を 補助すべき 使用人を 置く こ と を求めた場合における当該使用人に関す6
る事項及び当該使用人の取締役から の独立性に関する 事項なら びに当該使用人に対する 指

示の実効性の確保に関する事項

・ 監査役を補助すべき使用人については、 監査役スタ ッ フ を置きま す。

・ 監査役ス タ ッ フ は監査役の業務指示・ 命令を受け、 そ の人事については、 取締役と 監査役

が協議し 、 合意の下に行います。

・ 監査役ス タ ッ フ が他部署の使用人を 兼務する 場合は、 監査役の職務の補助を優先し て従事

し ます。

（ ） 当社及び子会社の取締役、 監査役及び使用人等が、 当社監査役会または当社監査役に報告7
するための体制そ の他の監査役への報告に関する事項

・ 監査役は、 取締役会及び重要な会議に出席する と と も に 、 すべての稟議書の報告先に規定

さ れ、 会社経営及び事業運営上の重要事項なら びに業務執行状況の報告を受けます。

・ 当社の内部監査部門が実施し た監査結果は、 監査役にも供覧し ます。

・「 社内相談・ 報告制度」 に おいて、 法令・ 定款違反そ の他の重要案件はすべて監査役に報

告する と と も に、 相談者・ 報告者が相談・ 報告を し たこ と を 理由に不利な取扱いを 受けな

い体制を整備し ます。
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（ ） 監査役の職務の執行について生ずる費用等の処理にかかる方針に関する事項8
・ 監査役の職務の執行について生ずる 費用の前払ま たは償還の請求があっ た と き は、「 監査

役監査規程」 に従い、 速やかに処理を行います。

（ ） そ の他監査役会または監査役の監査が実効的に行われる こ と を確保するための体制に関す9
る事項

・ 監査役会の要請あるいは必要に応じ て会計監査人、 取締役、 使用人等から 随時報告を行い

ます。

７ ． 業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要

当事業年度における業務の適正を確保する ための体制の運用状況の概要は以下のと おり であ

り ま す。

（ ） 職務執行の適正性及び効率性の確保に対する取り 組みの状況1
当社は、 当事業年度において、 取締役会を 回開催し 、 法令、 定款に定めら れた事項、 経12

営に関する 重要な事項を 決定する と と も に 、 取締役が担当する 業務執行状況の報告を 行い、

相互に監督を行いま し た。

ま た、 社長の諮問機関である経営戦略会議を 回開催し 、 上記取締役会に付議すべき事項39
及び経営政策、 戦略なら びに経営管理事項、 そ の他経営に関する一切の重要な事項の報告及

び審議、 なら びに討議を し 、 会社経営の円滑かつ迅速な遂行を図り ま し た。

（ ） コ ン プ ラ イ ア ン ス に関する取り 組みの状況2
コ ン プ ラ イ ア ン ス 違反の未然防止及び事象発生時の対応に ついて、 そ の方針なら びに 施

策・ 対策に関する事項を 審議なら びに討議し 、 社長執行役員によ る 決裁に基づき 、 コ ン プ ラ

イ ア ン ス経営の推進を目的と し たコ ン プ ラ イ ア ン ス委員会を 設置し ており 、 ４ 月、 ８ 月、 11
月、 ２ 月にそ れぞれ開催し ま し た。

当社は、 取締役及び使用人が法令及び企業倫理を 遵守し た 行動を と る た めの基準と し て

「 グ ループ 行動指針」 を 定めており 、 当事業年度においても 、 当社及び子会社においJALUX
て社内セミ ナー及びコ ン プ ラ イ ア ン ス への理解を深める ための取り 組みを継続的に行いま し

た。 ま た、「 社内相談・ 報告制度」 に基づき 外部及び内部に窓口を 設置し 、 社内報や社内セ

ミ ナー等を 通じ て、 制度及び窓口の周知を図る と と も に、 当事業年度において寄せら れた相

談・ 報告を監査役に報告し ています。
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（ ） 情報の保存及び管理に関する取り 組みの状況3
当社は、 文書取扱規程及び文書保存規則に基づき 、 株主総会議事録及び取締役会議事録を

法定備置期限である 年を超えた永年保管と し ているほか、 そ の他の重要な会議の意思決定10
にかかる 文書、 議事録及び重要な決裁に かかる 稟議書等の保存及び管理を 行っ ている と こ

ろ 、 当事業年度においても周知・ 運用し ています。

（ ） 損失の危険の管理に対する取り 組みの状況4
当社は、 職務権限規程及び諸規程に基づき 、 個別事案毎のリ ス ク の評価と 対応策を 講じ る

と と も に 、 投融資案件については、 当事業年度において投融資審査会を 回開催（ 議案）17 26
し 、 リ ス ク 分析と 収益性等の検討を行っ た う えで意思決定を行いま し た。

ま た、 大規模災害、 食品事故等重大事故発生時に損失の低減と 適切な対応を 図る こ と を 目

的に、 事業継続計画書及び危機管理、 防災対策、 食品事故防止、 危機管理広報の各マ ニ ュ ア

ルを作成し ており 、 当事業年度においても周知・ 運用を し ています。

（ ） 当社グループにおける業務の適正の確保に対する取り 組みの状況5
当社は、 経営方針に基づいてグループ企業価値の向上を図るため、 各子会社の自主JALUX

性を 尊重し つつ、 関係会社管理規程に従い、 子会社の業績及び活動状況の報告を受け、 取締

役会及び経営戦略会議に報告を行う と と も に 、 事前協議事項について審議を行っ ており 、 当

事業年度においては、 内部監査部門が子会社 社の内部監査を実施し ています。4

（ ） 監査役の監査の実効性を確保するための取り 組みの状況6
常勤監査役は、 当事業年度において、 取締役会、 経営戦略会議、 投融資審査会等の重要な

会議に出席し 、 必要に応じ て意見を述べています。 ま た、 代表取締役と の意見交換を 随時行

う と と も に 、 会計監査人、 監査役、 内部監査部門によ る 三様監査会議を 回開催し 、 情報の4
共有と 連携を行いま し た。

ま た、 上記に加え、 常勤監査役は内部監査部門から 定期的に内部監査報告を 受ける ほか、

子会社の往査を通じ て適宜情報の提供を受けています。

８ ． 剰余金の配当等の決定に関する方針

当社は、 株主の皆様に対する利益還元を経営上の重要な事項と 認識し た う えで、 財務体質の

強化と 積極的な事業展開に必要な内部留保の充実を勘案し 、 安定的に配当を実施する こ と を基

本方針と し ており ます。

〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰

注） 本事業報告に記載の金額、 持株数、 持株比率及び議決権比率は、 表示単位未満の端数(
を切り 捨てて表示し ており ま す。
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連結貸借対照表 （ 年３ 月 日現在）2020 31

（ 単位： 千円）

科 目 金 額 科 目 金 額

（ 資産の部） （ 負債の部）

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

受取手形及び 売掛金

た な 卸 資 産

未 収 入 金

そ の 他 の 流 動 資 産

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物 及 び 構 築 物

機械装置及び 運搬具

土 地

建 設 仮 勘 定

そ の 他の 有形固定資産

無 形 固 定 資 産

ソ フ ト ウ エ ア

そ の 他の 無形固定資産

投資そ の 他の 資産

投 資 有 価 証 券

長 期 貸 付 金

長 期 差 入 保 証 金

繰 延 税 金 資 産

退職給付に 係る 資産

そ の 他 の 投 資

貸 倒 引 当 金

48,765,467
6,175,441

22,106,818
15,921,436
2,733,013
1,832,571

△ 3,813

12,079,273
5,266,836
2,098,428
1,372,708
861,962
53,703

880,033

673,808
643,650
30,158

6,138,628
3,152,371

19,155
2,334,474
471,658

1,730
170,395

△ 11,157

流 動 負 債 31,704,308
支払手形及び 買掛金 10,668,290
短 期 借 入 金 7,796,865
コ マ ーシャ ル・ ペーパー 5,999,788
未 払 法 人 税 等 167,263
未 払 費 用 4,670,758
そ の 他 の 流 動 負 債 2,401,342

固 定 負 債 1,093,822
長 期 借 入 金 502,806
退職給付に 係る 負債 28,724
繰 延 税 金 負 債 7,767
そ の 他 の 固 定 負 債 554,523
負 債 合 計 32,798,130

（ 純資産の部）

株 主 資 本 26,829,013
資 本 金 2,558,550
資 本 剰 余 金 688,723
利 益 剰 余 金 23,717,113

△自 己 株 式 135,373
△その他の包括利益累計額 491,119

その他有価証券評価差額金 780
△繰 延 ヘ ッ ジ 損 益 10,630

△為替換算調整勘定 369,650
△退職給付に係る調整累計額 111,618

非 支 配 株 主 持 分 1,708,717
純 資 産 合 計 28,046,611

資 産 合 計 負 債 純 資 産 合 計60,844,741 60,844,741



― 26 ―

連結損益計算書 ( 20192020
年
年

４
３

月
月

１
31

日から
日ま で )

（ 単位： 千円）

科 目 金 額

売 上 高 144,688,049
売 上 原 価 118,847,293

売 上 総 利 益 25,840,755
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 21,870,919

営 業 利 益 3,969,836
営 業 外 収 益

受 取 利 息 3,085
受 取 配 当 金 27,007
為 替 差 益 64,000
持 分 法 に よ る 投 資 利 益 687,274
そ の 他 の 営 業 外 収 益 101,708 883,076

営 業 外 費 用

支 払 利 息 98,223
支 払 手 数 料 12,559
そ の 他 の 営 業 外 費 用 4,120 114,903
経 常 利 益 4,738,009

特 別 利 益

固 定 資 産 売 却 益 807
子 会 社 株 式 売 却 益 9,630
投 資 有 価 証 券 売 却 益 3,360
そ の 他 特 別 利 益 1,553 15,351

特 別 損 失

固 定 資 産 処 分 損 27,100
固 定 資 産 減 損 損 失 80,822
子 会 社 株 式 売 却 損 41,822
関 連 会 社 株 式 売 却 損 48,601 198,346

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 4,555,014
法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 983,705
法 人 税 等 調 整 額 150,836 1,134,542
当 期 純 利 益 3,420,471
非 支 配 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益 339,386

親会社株主に 帰属す る 当期純利益 3,081,085
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連結株主資本等変動計算書 ( 20192020
年
年

４
３

月
月

１
31

日から
日ま で )

（ 単位： 千円）

株 主 資 本

資 本 金 資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金 自 己 株 式 株 主 資 本 合 計

△当 期 首 残 高 2,558,550 688,723 21,458,367 135,155 24,570,484

当 期 変 動 額

△ △剰 余 金 の 配 当 　 　 　822,339 822,339

親会社株主に 帰属す る
当 期 純 利 益

　 　 　3,081,085 3,081,085

△ △自 己 株 式 の 取 得 　 　 　 217 217

株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額 純額( ) 　 　 　

△連結会計年度中の変動額合計 － － 2,258,745 217 2,258,528

△当 期 末 残 高 2,558,550 688,723 23,717,113 135,373 26,829,013

そ の他の包括利益累計額
非支配株主
持 分

純資産合計その他有価証
券評価差額金

繰延ヘ ッ ジ
損 益

為 替 換 算
調 整 勘 定

退職給付に係る
調整累計額

その他の包括
利益累計額合計

△ △ △ △当 期 首 残 高 19,295 17,932 392,253 50,884 441,774 1,922,592 26,051,302

当 期 変 動 額

△剰 余 金 の 配 当 　 　 　 　 　 822,339

親会社株主に 帰属す る
当 期 純 利 益

　 　 　 　 　 　 3,081,085

△自 己 株 式 の 取 得 　 　 　 　 　 　 217

株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額 純額( ) △ △ △ △ △18,515 7,301 22,603 60,734 49,344 213,875 263,220

△ △ △ △連結会計年度中の変動額合計 18,515 7,301 22,603 60,734 49,344 213,875 1,995,308

△ △ △ △当 期 末 残 高 780 10,630 369,650 111,618 491,119 1,708,717 28,046,611
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連結注記表

１ ． 連結計算書類作成のための基本と なる 重要な事項

（ ） 連結の範囲に関する 事項1
① 連結子会社の状況

・ 連結子会社の数 社20
・ 連結子会社の名称 JALUX AMERICAS, Inc.

JALUX ASIA Ltd.
㈱JAL-DFS
㈱ エ ア ポートJALUX
JALUX SHANGHAI Co., Ltd.
JALUX ASIA SERV ICE Ltd.
JALUX ASIA RECRU ITMENT Ltd.
㈱ 保険サービ スJALUX
㈱ ト ラ ス トJALUX
日本エ ア ポート デリ カ ㈱

㈱ フ レ ッ シュ フ ーズJALUX
JRE DEVELOPMENT Co., Ltd.
AERO ASSET Co., Ltd.
B SKY Co., Ltd.
EEZ CONT INENTAL Co., Ltd.
㈱JALUX STYLE
JALUX SINGAPORE PTE. LTD.
J VALUE CO., LTD.
JALUX AMZ DUTY FREE CO., LTD.
JALUX CANADA, INC.

② 非連結子会社の状況

・ 非連結子会社の名称 ㈱SKYLUX73NJ
JALUX V LOTUS Co., Ltd.
他 社43

・ 連結の範囲から 除いた理由 非連結子会社は、 いずれも 小規模であり 、 合計の総資産、 売上高、 当期純

損益（ 持分に見合う 額） 及び利益剰余金（ 持分に見合う 額） 等は、 いずれ

も 連結計算書類に重要な影響を 及ぼし ていないためです。
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（ ） 持分法の適用に関する 事項2
① 持分法を 適用し た非連結子会社ま たは関連会社の状況

・ 持分法適用の非連結子会社ま たは関連会社数

社6
・ 持分法適用の非連結子会社ま たは関連会社の名称

東京航空ク リ ーニ ン グ㈱

三栄メ ン テ ナ ン ス ㈱

LAO JAPAN AIRPORT TERMINAL SERV ICES Co., Ltd.
MC-Jalux A irport Services Co., Ltd.
JALUX TASECO DUTY FREE Co., LTD.
J.SW EETS STORE PARTNERSHIP

② 持分法を 適用し ていない非連結子会社及び関連会社の状況

・ 主要な会社等の名称 ㈱オ ーエ フ シー

㈱SKYLUX73NJ
JALUX V LOTUS Co., Ltd.
他 社43

・ 持分法を 適用し ない理由 各社の当期純損益（ 持分に 見合う 額） 及び利益剰余金（ 持分に見合う 額）

等から みて 、 持分法の対象から 除いて も 連結計算書類に及ぼす影響が軽微

であり 、 かつ全体と し て も 重要性がないた め持分法の適用範囲から 除外し

て いま す。

③ 持分法適用手続に関する 特記事項

持分法適用会社のう ち 、 事業年度が連結会計年度と 異なる 会社に ついては、 各社の事業年度に係る 計算書類

を 使用し て いま す。

（ ） 連結の範囲及び持分法の適用の範囲の変更に関する 事項3
① 連結の範囲の変更

及び は、 当連結会計年度に おい て 新たJALUX AMZ DUTY FREE CO., LTD. JALUX CANADA, INC.
に 設立し た た め、 連結の 範囲に 含め て い ま す。 ま た 、 前連結会計年度に お い て 連結子会社で あ っ た JALUX

は、 当連結会計年度に おいて 持分の ％を 譲渡し た た め、 連結の範囲かTASECO DUTY FREE Co., LTD. 2
ら 除外し 、 持分法の 適用の 範囲に 含め て い ま す。 な お、 前連結会計年度に お い て 連結子会社で あ っ た

は、 当連結会計年度に おいて全株式の売却を 行い、 前連結会計年度において連結Taniyama Siam Co., Ltd.
子会社であっ た は、 当連結会計年度に おいて 清算が結了し た た め、 連Aqua Patch Road Materials, L.L.C.
結の範囲から 除外し ていま す。

② 持分法の適用の範囲の変更

は、 当連結会計年度に お いて 新た に 設立し た た め、 持分法の適用のJ.SW EETS STORE PARTNERSHIP
範囲に含めて いま す。 ま た 、 前連結会計年度において持分法適用会社であっ た㈱ロ ジ・ レ ッ ク ス は、 当連結会

計年度において全株式の売却を 行っ た ため、 持分法の適用の範囲から 除外し ていま す。
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（ ） 連結子会社の事業年度等に関する 事項4
連 結 子 会 社 の う ち 、 、 、JALUX AMERICAS, Inc. JALUX ASIA Ltd. JALUX SHANGHAI Co., Ltd.

、 、 、JALUX ASIA SERV ICE Ltd. JALUX ASIA RECRUITMENT Ltd. JRE DEVELOPMENT Co., Ltd.
、 、 、AERO ASSET Co., Ltd. B SKY Co., Ltd. EEZ CONT INENTAL Co., Ltd. JALUX SINGAPORE

、 、 、PTE. LTD. J VALUE CO., LTD. JALUX AMZ DUTY FREE CO., LTD. JALUX CANADA,
の 社の決算日は 月 日です。INC. 13 12 31

連結計算書類の作成にあた り ま し て は、 同日現在の計算書類を 使用し 、 連結決算日と の間に生じ た重要な取

引につ いては、 連結上必要な調整を 行っ て いま す。

（ ） 会計方針に関する 事項5
① 重要な資産の評価基準及び評価方法

イ ． そ の他有価証券

・ 時価のある も の 決算日の市場価格等に基づ く 時価法（ 評価差額は全部純資産直入法によ り

処理し 、 売却原価は主と し て総平均法によ り 算定） に よ っ ていま す。

・ 時価のないも の 主と し て総平均法に よ る 原価法によ っ ていま す。

ロ ． デ リ バテ ィ ブ 時価法によ っ ていま す。

ハ． た な卸資産

・ 商品 当社は、 移動平均法に よ る 原価法（ 貸借対照表価額は収益性の低下に基づ

く 簿価切下げの方法に よ り 算定）、 ま た 、 連結子会社は、 主と し て総平均

法に よ る 原価法（ 貸借対照表価額は収益性の低下に基づく 簿価切下げの方

法によ り 算定） に よ っ ていま す。

・ 販売用不動産 個別法によ る 原価法（ 貸借対照表価額は収益性の低下に基づ く 簿価切下げ

の方法によ り 算定） に よ っ て いま す。 なお、 賃貸中のも のに つ いて は、 有

形固定資産に準じ て減価償却を 行っ て いま す。

② 重要な減価償却資産の減価償却の方法

イ ． 有形固定資産

（ リ ース 資産を 除く ）

当社及び国内連結子会社は、 主と し て定額法（ 建物及び構築物） 及び定率

法（ そ の他の有形固定資産） を 採用し ていま す。

ま た 、 海外連結子会社につ いては、 主と し て定額法を 採用し て いま す。

なお、 主な耐用年数は次のと お り です。

建物及び構築物 ８ ～ 年47
機械装置及び運搬具 ４ ～ 年10

ロ ． 無形固定資産

（ リ ース 資産を 除く ）

定額法によ っ ていま す。

なお、 ソ フ ト ウ ェ ア （ 自社利用分） に つ いては社内における 利用可能期間

（ ５ 年） に基づく 定額法によ っ ていま す。

ハ． リ ース 資産 リ ー ス 期間を 耐用年数と し 、 残存価額を 零と する 定額法を 採用し て い ま

す。

③ 重要な引当金の計上基準

イ ． 貸倒引当金 債権の貸倒れによ る 損失に備え る ため、 一般債権につ いては貸倒実績率に

よ り 、 貸倒懸念債権等特定の債権につ いて は個別に回収可能性を 勘案し 、

回収不能見込額を 計上し て いま す。
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④ 退職給付に係る 会計処理の方法

イ ． 退職給付見込額の

期間帰属方法

退職給付債務の算定にあた り 、 退職給付見込額を 当連結会計年度末ま での

期間に帰属さ せる 方法につ いては、 給付算定式基準によ っ ていま す。

ロ ． 数理計算上の差異の

費用処理方法

数理計算上の差異については、 定額法によ り 翌連結会計年度から ５ 年間で

費用処理し て いま す。

ハ． 小規模企業等における

簡便法の採用

一部の連結子会社は、 退職給付に係る 負債及び退職給付費用の計算に、 退

職給付に係る 期末自己都合要支給額を 退職給付債務と する 方法を 用いた簡

便法を 適用し ていま す。

⑤ 重要なヘッ ジ会計の方法

イ ． ヘ ッ ジ会計の方法 主と し て 、 繰延ヘッ ジ処理に よ っ て いま す。 ま た 、 為替予約が付さ れて い

る 外貨建金銭債権債務につ いては、 振当処理の要件を 満たすも のは、 振当

処理を 行っ て いま す。 さ ら に 、 特例処理の要件を 満たす金利ス ワ ッ プ に つ

いては、 特例処理を 採用し ていま す。

ロ ． ヘ ッ ジ手段と ヘッ ジ対象

及びヘ ッ ジ方針

外貨建金銭債権債務につ いては、 将来の為替変動に よ る 入金額及び支払額

に及ぼす影響を 回避する 目的で為替予約取引を 行う こ と に し て いま す。

ま た 、 将来の金利変動に よ る 借入金の利息の支払額に及ぼす影響を 回避す

る 目的で金利ス ワ ッ プ 取引を 行う こ と に し て いま す。

ハ． ヘ ッ ジの有効性評価の方法 為替予約取引は、 基本方針及び定めら れた権限に基づ く 承認後、 統括部門

である 財務部において取引の締結を 行っ て いま す。 全て のデリ バテ ィ ブ 取

引に つ い て 、「 事前テ ス ト 」 及び 「 事後テ ス ト 」 の 状況を 適時担当役員、

各関係部門に報告し ていま す。

⑥ そ の他連結計算書類作成のための重要な事項

イ ． 消費税等の会計処理 消費税等の会計処理は税抜方式によ っ ていま す。

２ ． 未適用の会計基準等に関する 注記

・「 収益認識に関する 会計基準」（ 企業会計基準第 号 年３ 月 日 企業会計基準委員会）29 2020 31
・「 収益認識に関する会計基準の適用指針」（ 企業会計基準適用指針第 号 年３月 日 企業会計基準委員会）30 2020 31

（ ） 概要1
国際会計基準審議会（ ） 及び米国財務会計基準審議会（ ） は、 共同し て収益認識に関する 包括的なIASB FASB

会計基準の開発を 行い、 年５ 月に 「 顧客と の契約から 生じ る 収益」（ に おいて は 第 号、2014 IASB IFRS 15 FASB
に お い て は ） を 公表し て お り 、 第 号は 年１ 月１ 日以後開始す る 事業年度か ら 、Topic606 IFRS 15 2018

は 年 月 日よ り 後に 開始する 事業年度から 適用さ れる 状況を 踏ま え 、 企業会計基準委員会にTopic606 2017 12 15
おいて 、 収益認識に関する 包括的な会計基準が開発さ れ、 適用指針と 合わせて公表さ れた も のです。

企業会計基準委員会の収益認識に 関する 会計基準の開発にあた っ て の基本的な方針と し て 、 第 号と 整IFRS 15
合性を 図る 便益の１ つ である 財務諸表間の比較可能性の観点から 、 第 号の基本的な原則を 取り 入れる こIFRS 15
と を 出発点と し 、 会計基準を 定める こ と と さ れ、 ま た 、 こ れま で我が国で行われて き た実務等に配慮すべき 項目

がある 場合には、 比較可能性を 損なわせない範囲で代替的な取扱いを 追加する こ と と さ れていま す。

（ ） 適用予定日2
年３ 月期の期首から 適用し ま す。2022

（ ） 当該会計基準等の適用によ る 影響3
「 収益認識に関する 会計基準」 等の適用によ る 連結計算書類に与える 影響額については、 現時点で評価中です。
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３ ． 連結貸借対照表に関する 注記

（ ） 有形固定資産の減価償却累計額 千円1 3,212,528
（ ） 保証債務2

銀行取引に対する 保証債務

千円MC-Jalux A irport Services Co., Ltd. 111,530
　 計 千円111,530

（ ） 当社は、 運転資金の効率的な調達を 行う た め取引銀行と 当座貸越契約及び貸出コ ミ ッ ト メ ン ト 契約を 締結し て3
いま す。 こ れら の契約に基づく 当連結会計年度末の借入未実行残高は次のと おり です。

当座貸越極度額及び貸出コ ミ ッ ト メ ン ト の総額 千円6,000,000
借入実行残高 －千円

　 差引額 千円6,000,000

４ ． 連結損益計算書に関する 注記

（ ） 減損損失1
　 当連結会計年度において 、 当社グループ は以下の資産グ ループ につ いて減損損失を 計上し ま し た 。

（ 単位： 千円）

場所 用途 種類 固定資産減損損失

空港店舗（ 北海道帯広市） 空港店舗 工具、 器具及び備品、 そ の他 21,156

空港店舗（ 北海道釧路市） 空港店舗 工具、 器具及び備品、 そ の他 19,305

空港店舗（ 北海道函館市） 空港店舗 建物、 そ の他 14,319

空港店舗（ 愛媛県松山市） 空港店舗 建物、 そ の他 13,446

空港店舗（ 長崎県大村市） 空港店舗 建物、 そ の他 8,754

売店店舗（ 東京都千代田区） 土産菓子売店 工具、 器具及び備品、 そ の他 3,838

当社は、 減損損失の算定にあた っ て 、 他の資産ま たは資産グ ループ のキャ ッ シュ ・ フ ロ ーから 概ね独立し たキ

ャ ッ シュ ・ フ ロ ーを 生み出す最小の単位によ っ て資産のグ ルーピ ン グ を 行っ ていま す。

各事業資産につ いては、 事業計画において将来キャ ッ シ ュ ・ フ ロ ーの大幅な減少が見込ま れた こ と に よ り 、 帳

簿価額を 回収可能価額ま で減額し ていま す。

そ の内訳は、 空港店舗（ 北海道帯広市） 千円（ 内、 工具、 器具及び備品 千円）、 空港店舗（ 北海21,156 12,914
道釧路市） 千円（ 内、 工具、 器具及び備品 千円）、 空港店舗（ 北海道函館市） 千円（ 内、19,305 14,073 14,319
建物 千円）、 空港店舗（ 愛媛県松山市） 千円（ 内、 建物 千円）、 空港店舗（ 長崎県大村市）9,976 13,446 9,238

千円（ 内、 建物 千円）、 売店店舗（ 東京都千代田区） 千円（ 内、 工具、 器具及び備品 千8,754 6,947 3,838 2,257
円） です。

資産グ ループ ご と の回収可能価額は、 使用価値に よ り 測定し ていま すが、 将来キャ ッ シ ュ ・ フ ロ ーに基づ く 使

用価値がマ イ ナス である た め、 回収可能価額を ゼロ と し て評価し ていま す。
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５ ． 連結株主資本等変動計算書に関する 注記

（ ） 当連結会計年度末における 発行済株式の種類及び株式数 普通株式 千株1 12,775
（ ） 剰余金の配当に関する 事項2

① 配当金支払額

イ ． 年６ 月 日開催の第 回定時株主総会において次のと お り 決議し て いま す。2019 14 58
・ 配当金の総額 千円822,339
・ １ 株当た り 配当額 円65
・ 基準日 年３ 月 日2019 31
・ 効力発生日 年６ 月 日2019 17

② 基準日が当連結会計年度に属する 配当のう ち 、 配当の効力発生日が翌連結会計年度になる も の

イ ． 年６ 月 日開催の第 回定時株主総会において次のと お り 付議いた し ま す。2020 16 59
・ 配当金の総額 千円632,564
・ １ 株当た り 配当額 円50
・ 基準日 年３ 月 日2020 31
・ 効力発生日 年６ 月 日2020 17
なお、 配当原資については、 利益剰余金と する こ と を 予定し て いま す。

（ ） 当連結会計年度末の新株予約権（ 権利行使期間の初日が到来し て いないも のを 除く 。） の目的と なる 株式の種3
類及び数

該当事項はあり ま せん。

６ ． 金融商品に関する 注記

（ ） 金融商品の状況に関する 事項1
当社グ ループ は、 短期的な預金等に限定し て資金を 運用し 、 銀行等金融機関から の借入やコ マ ーシャ ル ・ ペー

パーの発行に よ り 資金を 調達し て いま す。

受取手形、 売掛金及び未収入金は、 顧客の信用リ ス ク に晒さ れていま す。 ま た 、 海外で事業を 行う にあた り 生

じ る 外貨建ての営業債権は、 為替の変動リ ス ク に晒さ れて いま すが、 為替予約を 利用し て ヘッ ジし て いま す。

投資有価証券は主と し て株式であり 、 市場価格等の変動リ ス ク に晒さ れて いま す。

長期差入保証金は、 主に空港の賃貸借契約に伴う も ので、 取引先企業等の信用リ ス ク に晒さ れていま す。

営業債務である 支払手形及び買掛金、 未払費用は、 １ 年以内の支払期日で す。 一部外貨建て のも のに つ いて

は、 為替の変動リ ス ク に晒さ れて いま すが、 為替予約を 利用し て ヘッ ジし て いま す。

借入金の使途は運転資金（ 主と し て短期） 及び設備投資資金（ 長期） であり 、 こ の う ち 一部は金利の変動リ ス

ク に晒さ れて いま す。

デリ バテ ィ ブ 取引は、 外貨建ての営業債権債務に係る 為替の変動リ ス ク に対する ヘ ッ ジを 目的と し た為替予約

取引です。
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（ ） 金融商品の時価等に関する 事項2
年３ 月 日における 連結貸借対照表計上額、 時価及びこ れら の差額に ついては、 次のと おり です。2020 31

（ 単位： 千円）

連結貸借対照表

計上額（ ＊１ ）
時価（ ＊１ ） 差額

① 現金及び預金 －6,175,441 6,175,441

② 受取手形及び売掛金 －22,106,818 22,106,818

③ 未収入金 －2,733,013 2,733,013

④ 投資有価証券 －262,364 262,364

⑤ 支払手形及び買掛金 （ ） （ ） －10,668,290 10,668,290

⑥ 短期借入金（ ＊２ ） （ ） （ ） －7,367,908 7,367,908

⑦ コ マ ーシャ ル ・ ペーパー （ ） （ ） －5,999,788 5,999,788

⑧ 未払費用 （ ） （ ） －4,670,758 4,670,758

⑨ 長期借入金（ ＊２ ） （ ） （ ） （ ）931,763 936,108 4,345

⑩ デリ バテ ィ ブ 取引 （ ） （ ） －13,097 13,097

（ ＊１ ） 負債に計上さ れている も のについては、（ ） で示し て いま す。

⑨（ ＊２ ） １ 年内に返済予定の長期借入金は 長期借入金に含めていま す。

（ 注１ ） 金融商品の時価算定方法並びに有価証券及びデリ バテ ィ ブ 取引に関する 事項

① ② ③現金及び預金、 受取手形及び売掛金、 並びに 未収入金

こ れら は短期間で決済さ れる た め、 時価は帳簿価額にほぼ等し いこ と から 、 当該帳簿価額によ っ て いま す。

④ 投資有価証券

投資有価証券の時価につ いて 、 株式は取引所の価格に よ っ て おり 、 投資信託及び債券は取引所の価格又は取引

金融機関から 提示さ れた価格によ っ ていま す。

⑤ ⑥ ⑦ ⑧支払手形及び買掛金、 短期借入金、 コ マ ーシャ ル ・ ペーパー、 並びに 未払費用

こ れら は短期間で決済さ れる た め、 時価は帳簿価額にほぼ等し いこ と から 、 当該帳簿価額によ っ て いま す。

⑨ 長期借入金

長期借入金の時価については、 元利金の合計額を 同様の新規借入を 行っ た場合に想定さ れる 利率で割り 引いて

算定する 方法によ っ ていま す。

⑩ デリ バテ ィ ブ 取引

為替予約取引の時価につ いては、 先物為替相場によ っ ていま す。 なお、 為替予約の振当処理に よ る も のは、 ヘ

ッ ジ対象と さ れて いる 受取手形及び売掛金、 並びに支払手形及び買掛金と 一体と し て処理さ れて いる た め、 そ の

② ⑤時価は、 当該受取手形及び売掛金、 並びに支払手形及び買掛金の時価に含めて記載し ていま す。（ 上記 参照）
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（ 注２ ） 時価を 把握する こ と が極めて困難と 認めら れる 金融商品

（ 単位： 千円）

区分 連結貸借対照表計上額

投資有価証券

非上場株式 2,890,007

長期差入保証金 2,334,474

非上場株式については、 市場価格がなく 、 時価を 把握する こ と が極めて困難と 認めら れる こ と から 上表に

は含めていま せん。 ま た 、 長期差入保証金につ いては、 事務所及び店舗等の賃貸保証金であり 、 返済期間を

見積も る こ と ができ ず、 時価を 把握する こ と が極めて困難と 認めら れる こ と か ら 上表には含めて いま せん。

７ ． 賃貸等不動産に関する 注記

（ ） 賃貸等不動産の状況に関する 事項1
当社及び一部の連結子会社では、 タ イ 国そ の他の地域において 、 賃貸用の住宅（ 土地を 含む。） を 有し て いま

す。

（ ） 賃貸等不動産時価等に関する 事項2
（ 単位： 千円）

連結貸借対照表計上額 当連結会計年度末の時価

1,587,728 1,606,988

（ 注１ ） 連結貸借対照表計上額は、 取得原価から 減価償却累計額及び減損損失累計額を 控除し た金額です。

（ 注２ ） 当連結会計年度末の時価は、 主と し て 「 不動産鑑定評価基準」 に基づいて算定し た金額（ 指標等を 用いて

調整を 行っ た も のを 含む。） です。 た だ し 、 直近の評価時点から 、 一定の評価額や、 適切に時価を 反映し

て いる と 考え ら れる 指標に 重要な変動が生じ て いない場合に は、 直近の評価時点の評価額に よ っ て い ま

す。

８ ． １ 株当た り 情報に関する 注記

（ ） １ 株当た り 純資産額 円 銭1 2,083 12
（ ） １ 株当た り 当期純利益 円 銭2 243 69

９ ． 重要な後発事象に関する 注記

該当事項はあり ま せん。

． そ の他の注記10
該当事項はあり ま せん。

． 記載金額は千円単位未満を 切り 捨て て 、 表示し て いま す。11
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貸借対照表 （ 年３ 月 日現在）2020 31

（ 単位： 千円）

科 目 金 額 科 目 金 額

（ 資産の部） （ 負債の部）

流 動 資 産 流 動 負 債41,183,468 30,293,792
現 金 及 び 預 金 支 払 手 形2,729,685 2,150
受 取 手 形 買 掛 金269,126 12,253,508
売 掛 金 短 期 借 入 金21,321,749 6,250,522
商 品 及 び 製 品 コ マーシャ ル・ ペーパー12,345,816 5,999,788
販 売 用 不 動 産 未 払 金268,468 59,391
原 材 料 及 び 貯 蔵 品 未 払 法 人 税 等10,296 36,876
前 渡 金 未 払 費 用1,250,109 3,737,734
前 払 費 用 前 受 金158,233 678,465
短 期 貸 付 金 預 り 金298,052 1,255,906
未 収 入 金 役 員 賞 与 引 当 金2,154,808 6,350
そ の 他 の 流 動 資 産 そ の 他 の 流 動 負 債436,527 13,097

△貸 倒 引 当 金 59,408 固 定 負 債 460,495
固 定 資 産 8,298,890 長 期 借 入 金 40,000
有 形 固 定 資 産 1,767,634 資 産 除 去 債 務 77,168
建 物 長 期 預 り 敷 金856,019 313,327
工 具、 器 具 及 び 備 品 そ の 他 の 固 定 負 債354,649 30,000
土 地 548,929 負 債 合 計 30,754,287
建 設 仮 勘 定 （ 純資産の部）8,035
無 形 固 定 資 産 491,566 株 主 資 本

資 本 金

資 本 剰 余 金

資 本 準 備 金

利 益 剰 余 金

利 益 準 備 金

そ の 他 利 益 剰 余 金

別 途 積 立 金

繰 越 利 益 剰 余 金

自 己 株 式

評価・ 換算差額等

その他有価証券評価差額金

繰 延 ヘ ッ ジ 損 益

18,736,220
2,558,550
711,250
711,250

15,596,524
233,200

15,363,324
5,820,000
9,543,324
△ 130,104

△ 8,149
2,480

△ 10,630

ソ フ ト ウ エ ア 467,223
そ の 他の 無形固定資産 24,343
投資そ の 他の 資産 6,039,689
投 資 有 価 証 券 664,482
関 係 会 社 株 式 2,985,345
関 係 会 社 出 資 金 218,916
長 期 貸 付 金 18,936
関係会社長期貸付金 75,472
長 期 差 入 保 証 金 1,591,848
前 払 年 金 費 用 162,610
長 期 前 払 費 用 89,769
破 産 更 生 債 権 等 9,336
繰 延 税 金 資 産 232,278
そ の 他 の 投 資 1,849

△貸 倒 引 当 金 11,157 純 資 産 合 計 18,728,070
資 産 合 計 負 債 純 資 産 合 計49,482,358 49,482,358
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損益計算書 ( 20192020
年
年

４
３

月
月

１
31

日から
日ま で )

（ 単位： 千円）

科 目 金 額

売 上 高 121,821,492
売 上 原 価 110,007,778

売 上 総 利 益 11,813,713
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 8,889,547

営 業 利 益 2,924,166
営 業 外 収 益

受 取 利 息 及 び 配 当 金 787,819
為 替 差 益 52,989
そ の 他 の 営 業 外 収 益 37,474 878,283

営 業 外 費 用

支 払 利 息 14,280
支 払 手 数 料 12,559
そ の 他 の 営 業 外 費 用 124 26,965
経 常 利 益 3,775,484

特 別 利 益

関 係 会 社 株 式 売 却 益 428,431
投 資 有 価 証 券 売 却 益 3,360
そ の 他 特 別 利 益 0 431,791

特 別 損 失

固 定 資 産 処 分 損 23,254
固 定 資 産 売 却 損 702
固 定 資 産 減 損 損 失 80,822
関 係 会 社 貸 倒 引 当 金 繰 入 額 22,084
関 係 会 社 債 権 放 棄 損 216,542 343,404

税 引 前 当 期 純 利 益 3,863,871
法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 517,000
法 人 税 等 調 整 額 321,938 838,938
当 期 純 利 益 3,024,932
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株主資本等変動計算書 ( 20192020
年
年

４
３

月
月

１
31

日から
日ま で )

（ 単位： 千円）

株 主 資 本

資 本 金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

資本準備金
資本剰余金
合 計

利益準備金

そ の他利益剰余金
利益剰余金
合 計別 途

積 立 金
繰 越 利 益
剰 余 金

当 期 首 残 高 2,558,550 711,250 711,250 233,200 5,820,000 7,340,731 13,393,931

当 期 変 動 額

△ △剰 余 金 の 配 当 　 　 　 　 822,339 822,339

当 期 純 利 益 　 　 　 3,024,932 3,024,932

自 己 株 式 の 取 得 　 　 　 　 　 　 　

株主資本以外の 項目
の 当期変動額 純額( ) 　 　 　 　 　 　 　

当 期 変 動 額 合 計 － － － － － 2,202,593 2,202,593

当 期 末 残 高 2,558,550 711,250 711,250 233,200 5,820,000 9,543,324 15,596,524

株 主 資 本 評 価 ・ 換 算 差 額 等

純 資 産 合 計
自 己 株 式

株 主 資 本
合 計

その他有価証券
評 価 差 額 金

繰 延 ヘ ッ ジ
損 益

評 価 ・ 換 算
差 額 等 合 計

△ △ △当 期 首 残 高 129,886 16,533,844 16,099 17,932 1,832 16,532,011

当 期 変 動 額

△ △剰 余 金 の 配 当 　 　 　 　822,339 822,339

当 期 純 利 益 　 　 　 　3,024,932 3,024,932

△ △ △自 己 株 式 の 取 得 　 　 　217 217 217

株主資本以外の 項目
の 当期変動額 純額( ) △ △ △　 　 13,619 7,301 6,317 6,317

△ △ △当 期 変 動 額 合 計 217 2,202,376 13,619 7,301 6,317 2,196,059

△ △ △当 期 末 残 高 130,104 18,736,220 2,480 10,630 8,149 18,728,070
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個別注記表

１ ． 重要な会計方針に係る 事項に関する 注記

（ ） 資産の評価基準及び評価方法1
① 有価証券の評価基準及び評価方法

イ ． 子会社株式及び関連会社株式 総平均法によ る 原価法によ っ ていま す。

ロ ． そ の他有価証券

・ 時価のある も の 決算日の市場価格等に基づ く 時価法（ 評価差額は全部純資産直入法に よ

り 処理し 、 売却原価は総平均法によ り 算定） に よ っ ていま す。

・ 時価のないも の 総平均法に よ る 原価法に よ っ ていま す。

② デリ バテ ィ ブ の評価基準及び評価

方法

時価法によ っ ていま す。

③ たな卸資産の評価基準及び評価方法

・ 商品 移動平均法に よ る 原価法（ 貸借対照表価額は収益性の低下に基づ く 簿価

切下げの方法によ り 算定） に よ っ て いま す。

・ 販売用不動産 個別法に よ る 原価法（ 貸借対照表価額は収益性の低下に基づ く 簿価切下

げの 方法に よ り 算定） に よ っ て い ま す。 なお、 賃貸中の も の に つ い て

は、 有形固定資産に準じ て減価償却を 行っ ていま す。

（ ） 固定資産の減価償却の方法2
① 有形固定資産

（ リ ース 資産を 除く ）

有形固定資産の う ち 、 建物及び 年４ 月１ 日以降に 取得し た 構築物2016
は定額法、 そ の他の有形固定資産は定率法によ っ ていま す。

なお、 主な耐用年数につ いては次のと おり です。

建物 ８ ～ 年47
構築物 ～ 年10 20
工具、 器具及び備品 ５ ～ 年10

② 無形固定資産

（ リ ース 資産を 除く ）

定額法によ っ ていま す。

なお、 ソ フ ト ウ ェ ア （ 自社利用分） に つ いて は、 社内における 利用可能

期間（ ５ 年） に基づく 定額法によ っ ていま す。

③ リ ース 資産 リ ース 期間を 耐用年数と し 、 残存価額を 零と する 定額法を 採用し ていま

す。
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（ ） 引当金の計上基準3
① 貸倒引当金 債権の貸倒れに よ る 損失に 備え る た め、一般債権に つ いて は貸倒実績率

に よ り 、 貸倒懸念債権等特定の債権につ いては個別に回収可能性を 勘案

し 、 回収不能見込額を 計上し ていま す。

② 役員賞与引当金 役員及び執行役員の賞与の支払いに 充て る た め、当事業年度に 負担すべ

き 支給見込額を 計上し て いま す。

③ 退職給付引当金

・ 従業員の退職給付に備える ため、 当事業年度末における 退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき 計上し

て いま す。 なお、 当事業年度末において認識すべき 年金資産が、 退職給付債務から 未認識数理計算上の差異

等を 控除し た額を 超過する 場合には、 前払年金費用と し て計上し ていま す。

イ ． 退職給付見込額の

期間帰属方法

退職給付債務の算定にあた り 、 退職給付見込額を 当事業年度末ま での期

間に帰属さ せる 方法につ いては、 給付算定式基準によ っ ていま す。

ロ ． 数理計算上の差異の

費用処理方法

数理計算上の差異につ いては、 定額法に よ り 翌事業年度から ５ 年間で費

用処理し て いま す。

・ 未認識数理計算上の差異及び未認識過去勤務費用の貸借対照表における 取扱いが連結貸借対照表と 異なり ま

す。

（ ） 重要なヘッ ジ会計の方法4
① ヘッ ジ会計の方法 繰延ヘッ ジ処理によ っ ていま す。 ま た 、 為替予約が付さ れて いる 外貨建

金銭債権債務については、 振当処理の要件を 満たすも のは、 振当処理を

行っ て いま す。 さ ら に 、 特例処理の要件を 満たす金利ス ワ ッ プ に ついて

は、 特例処理を 採用し て いま す。

② ヘッ ジ手段と ヘ ッ ジ対象

及びヘッ ジ方針

外貨建金銭債権債務については、 将来の為替変動によ る 入金額及び支払

額に 及ぼす影響を 回避する 目的で 為替予約取引を 行う こ と に し て い ま

す。 ま た 、 将来の金利変動に よ る 借入金の利息の支払額に及ぼす影響を

回避する 目的で金利ス ワ ッ プ 取引を 行う こ と に し ていま す。

③ ヘッ ジの有効性評価の方法 為替予約取引は、 基本方針及び定めら れた権限に基づ く 承認後、 統括部

門である 財務部において取引の締結を 行っ て いま す。 すべて のデ リ バテ

ィ ブ 取引に つ いて 、「 事前テ ス ト 」 及び 「 事後テ ス ト 」 の状況を 適時担

当役員、 各関係部門に報告し ていま す。

（ ） そ の他計算書類作成のための基本と なる 重要な事項5
消費税等の処理の方法 消費税等の会計処理は、 税抜方式に よ っ て いま す。
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２ ． 貸借対照表に関する 注記

（ ） 有形固定資産の減価償却累計額 千円1 1,339,584
（ ） 保証債務2

銀行取引に対する 保証債務

千円JRE DEVELOPMENT Co.,Ltd. 1,277,624
千円JALUX SINGAPORE PTE. LTD. 587,574
千円MC-Jalux A irport Services Co., Ltd. 111,530
千円J VALUE CO., LTD. 10,406

　 計 千円1,987,134
（ ） 当社は、 運転資金の効率的な調達を 行う た め取引銀行と 当座貸越契約及び貸出コ ミ ッ ト メ ン ト 契約を 締結し て3

いま す。 こ れら の契約に基づく 当事業年度末の借入未実行残高は次のと おり です。

当座貸越極度額及び貸出コ ミ ッ ト メ ン ト の総額 千円6,000,000
借入実行残高 －千円

　 差引額 千円6,000,000
（ ） 関係会社に対する 金銭債権及び金銭債務（ 区分表示し たも のを 除く ）4

短期金銭債権 千円2,355,206
短期金銭債務 千円5,061,427
長期金銭債権 千円1,500
長期金銭債務 千円64,811

３ ． 損益計算書に関する 注記

（ ） 関係会社と の取引高1
売上高 千円30,897,011
仕入高 千円23,373,254
販売費及び一般管理費 千円500,233
営業取引以外の取引高 千円784,393
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（ ） 減損損失2
　 当事業年度において 、 当社は以下の資産グ ループ について減損損失を 計上し ま し た 。

（ 単位： 千円）

場所 用途 種類 固定資産減損損失

空港店舗（ 北海道帯広市） 空港店舗 工具、 器具及び備品、 そ の他 21,156

空港店舗（ 北海道釧路市） 空港店舗 工具、 器具及び備品、 そ の他 19,305

空港店舗（ 北海道函館市） 空港店舗 建物、 そ の他 14,319

空港店舗（ 愛媛県松山市） 空港店舗 建物、 そ の他 13,446

空港店舗（ 長崎県大村市） 空港店舗 建物、 そ の他 8,754

売店店舗（ 東京都千代田区） 土産菓子売店 工具、 器具及び備品、 そ の他 3,838

当社は、 減損損失の算定にあた っ て 、 他の資産ま たは資産グ ループ のキャ ッ シュ ・ フ ロ ーから 概ね独立し たキ

ャ ッ シュ ・ フ ロ ーを 生み出す最小の単位によ っ て資産のグ ルーピ ン グ を 行っ ていま す。

各事業資産につ いては、 事業計画において将来キャ ッ シ ュ ・ フ ロ ーの大幅な減少が見込ま れた こ と に よ り 、 帳

簿価額を 回収可能価額ま で減額し ていま す。

そ の内訳は、 空港店舗（ 北海道帯広市） 千円（ 内、 工具、 器具及び備品 千円）、 空港店舗（ 北海21,156 12,914
道釧路市） 千円（ 内、 工具、 器具及び備品 千円）、 空港店舗（ 北海道函館市） 千円（ 内、19,305 14,073 14,319
建物 千円）、 空港店舗（ 愛媛県松山市） 千円（ 内、 建物 千円）、 空港店舗（ 長崎県大村市）9,976 13,446 9,238

千円（ 内、 建物 千円）、 売店店舗（ 東京都千代田区） 千円（ 内、 工具、 器具及び備品 千8,754 6,947 3,838 2,257
円） です。

資産グ ループ ご と の回収可能価額は、 使用価値に よ り 測定し ていま すが、 将来キャ ッ シ ュ ・ フ ロ ーに基づ く 使

用価値がマ イ ナス である た め、 回収可能価額を ゼロ と し て評価し ていま す。

４ ． 株主資本等変動計算書に関する 注記

（ ） 当期末における 自己株式の種類及び株式数 普通株式 株1 123,707
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５ ． 税効果会計に関する 注記

（ ） 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳1
（ 繰延税金資産）

未払賞与 千円149,005
貸倒引当金 千円21,041
未払事業税 千円10,679
固定資産減損損失 千円30,846
たな卸資産評価損 千円10,086
共済会剰余金 千円7,378
関係会社株式評価損 千円71,956
繰延ヘッ ジ損益 千円4,691
資産除去債務 千円23,628
そ の他 千円75,814
繰延税金資産 小計 千円405,129

△将来減算一時差異等の合計に係る 評価性引当額 千円108,952
繰延税金資産 合計 千円296,176

（ 繰延税金負債）

△前払年金費用 千円49,791
△資産除去債務に対応する 除去費用 千円13,011
△そ の他有価証券評価差額金 千円1,094

△繰延税金負債 合計 千円63,897
繰延税金資産の純額 千円232,278
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６ ． 関連当事者と の取引に関する 注記

（ ） 子会社及び関連会社等1
（ 単位： 千円）

種類 会社等の名称

議決権等

の所有

（ 被所有）

割合

関連当事者

と の関係
取引の内容 取引金額 科目 期末残高

子会社
JALUX
AMERICAS, Inc.

％

（ 所有）

直接 100.0

航空機部品及

び航空客室用

品の購入

航空機部品等

の仕入
買掛金21,757,225 2,579,065

子会社
㈱ エ ア ポーJALUX
ト

（ 所有）

直接 100.0

物品及び飲食

品の販売

空港売店用商

品等の販売及

びロ イ ヤ リ テ

ィ ー収入

売掛金15,715,659 148,245

事業用運転資

金の借入

事業用運転資

金の返済
269,727

短期借入金 1,129,210

借入利息 1,139
役員の兼任

子会社
㈱ フ レ ッ シJALUX
ュ フ ーズ

（ 所有）

直接 100.0 農産物の販売 農産物の販売 売掛金3,500,120 583,658

子会社
Taniyama
Siam Co., Ltd.

（ 所有）

直接 43.2
間接 56.8

事業用運転資

金の貸付
債権放棄 429,894 ― ―

子会社
㈱ 保険サーJALUX
ビ ス

（ 所有）

直接 100.0
事業用運転資

金の借入

事業用運転資

金の借入
30,773

短期借入金 641,509

借入利息 773

子会社

JALUX
SINGAPORE
PTE. LTD.

（ 所有）

直接 100.0 債務保証

債務保証 587,574
未収入金 163

保証料受入 715

子会社

JRE
DEVELOPMENT
Co., Ltd.

（ 所有）

間接 100.0 債務保証 債務保証 1,277,624 ― ―
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（ 単位： 千円）

種類 会社等の名称

議決権等

の所有

（ 被所有）

割合

関連当事者

と の関係
取引の内容 取引金額 科目 期末残高

関連会社 ㈱ロ ジ・ レ ッ ク ス
（ 所有）

直接 28.0 ―

株式の売却価

格
462,081

― ―
関係会社売却

益
428,431

取引条件及び取引条件の決定方針等

① から の航空機部品等の仕入価格の決定は、 主にカ タ ロ グ価格に基づく 同社から の見JALUX AMERICAS, Inc.
積も り に よ り 決定し ていま す。

② ㈱ エ ア ポート に対する 空港売店用商品等の販売に際し て は、 市場価格を 勘案し て取引条件を 決定し てJALUX
いま す。 ロ イ ヤ リ テ ィ ー収入に 関し ては、 そ のロ イ ヤ リ テ ィ ーの金額及び料率は契約に よ り 決定し て いま す。

ま た 、 借入金に つ いて は、 （ キ ャ ッ シ ュ ・ マ ネジメ ン ト ・ シ ス テ ム ） に よ る 取引であ り 、 取引金額は、CMS
当期首残高から の増減額を 表示し て いま す。 借入金利は市場金利を 勘案し て 、 契約に基づき 交渉のう え個別に

決定し ていま す。

③ ㈱ フ レ ッ シュ フ ーズへの農産物の販売に際し ては、 市場価格を 勘案し て取引条件を 決定し て いま す。JALUX
売掛金に対し 、 千円の貸倒引当金を 計上し て いま す。 ま た 、 当事業年度に おいて 千円の貸倒引58,059 22,084
当金繰入額を 計上し ていま す。

④ の全株式を 当事業年度に売却し た た め、 同社は関連当事者に該当し ないこ と と なTaniyama Siam Co., Ltd.
り ま し た 。 取引金額は売却時ま での取引高を 記載し ていま す。 債権放棄は、 同社の株式売却に先立ち 行っ たも

のです。 なお、 債権放棄にあた り 、 前事業年度に計上し て いた貸倒引当金 千円を 取崩し 、 新た に関係213,352
会社債権放棄損 千円を 計上し て いま す。216,542

⑤ ㈱ 保険サービ ス の借入金は、 （ キ ャ ッ シ ュ ・ マ ネジメ ン ト ・ シス テ ム ） に よ る 取引であり 、 取引JALUX CMS
金額は、 当期首残高から の増減額を 表示し て いま す。 借入金利は市場金利を 勘案し て 、 契約に基づき 交渉のう

え個別に決定し て いま す。

⑥ に対する 債務保証は、 銀行借入につ き 債務保証を 行っ たも のであ り 、 年率JALUX SINGAPORE PTE. LTD.
％の保証料を 受領し て いま す。0.1

⑦ に対する 債務保証は、 銀行借入につ き 債務保証を 行っ ていま す。JRE DEVELOPMENT Co., Ltd.
⑧ ㈱ロ ジ・ レ ッ ク ス の全株式を 当事業年度に売却し た た め、 同社は関連当事者に該当し ないこ と と なり ま し た 。

なお、 関係会社株式の売却価格は、 時価純資産等を 勘案し て決定し て いま す。

（ 注）「 取引金額」 には消費税等は含ま れていま せん。
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（ ） そ の他の関係会社2
（ 単位： 千円）

種類 会社等の名称

議決権等

の所有

（ 被所有）

割合

関連当事者

と の関係
取引の内容 取引金額 科目 期末残高

そ の他の

関係会社
日本航空㈱

％

（ 被所有）

直接 21.5

機内販売用商

品の卸売

機内販売用商

品の卸売 売掛金5,037,635 544,048

リ ス テ ィ ン グ

フ ィ ー等の支

払い
リ ス テ ィ ン グ

フ ィ ー等の支

払い

買掛金491,224 90,167

役員の兼任

取引条件及び取引条件の決定方針等

① 日本航空㈱に対する 機内販売用商品の卸売に際し ては、 市場価格、 総原価等を 勘案のう え 、 当社希望価格を 提

示し 、 毎期交渉のう え決定し て いま す。

リ ス テ ィ ン グ フ ィ ー等の支払いについては、 市場動向等を 勘案し て 、 協議のう え決定し ていま す。

（ 注）「 取引金額」 には消費税等は含ま れていま せん。

（ ） 重要な関連会社に関する 注記3
当事業年度に おいて 、 重要な関連会社は であり 、 そ の要約財務諸表はMC-Jalux A irport Services Co., Ltd.

以下のと おり です。

流動資産合計 千円2,545,064
固定資産合計 千円1,334,084

流動負債合計 千円363,091
固定負債合計 千円508,359

純資産合計 千円3,007,697

売上高 千円2,449,133
税引前当期純利益 千円1,211,266
当期純利益 千円1,211,266
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７ ． １ 株当た り 情報に関する 注記

（ ） １ 株当た り 純資産額 円 銭1 1,480 33
（ ） １ 株当た り 当期純利益 円 銭2 239 10

８ ． 重要な後発事象に関する 注記

該当事項はあり ま せん。

９ ． そ の他の注記

該当事項はあり ま せん。

． 記載金額は千円単位未満を 切り 捨て て 、 表示し て いま す。10
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連結計算書類に係る会計監査報告 謄本

独立監査人の監査報告書
年５ 月 日2020 13

株式会社

取締役会 御中

有限責任 あずさ 監査法人

東京事務所

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 間 宮 光 健 ㊞

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 山 田 大 介 ㊞

監査意見

当監査法人は、 会社法第 条第４ 項の規定に基づき 、 株式会社Ｊ Ａ Ｌ Ｕ Ｘ の 年４ 月１ 日から 年３444 2019 2020
月 日ま での連結会計年度の連結計算書類、 すなわち 、 連結貸借対照表、 連結損益計算書、 連結株主資本等変31
動計算書及び連結注記表について監査を 行っ た 。

当監査法人は、 上記の連結計算書類が、 我が国において一般に 公正妥当と 認めら れる 企業会計の基準に準拠

し て 、 株式会社Ｊ Ａ Ｌ Ｕ Ｘ 及び連結子会社から なる 企業集団の当該連結計算書類に係る 期間の財産及び損益の

状況を 、 すべて の重要な点において適正に表示し て いる も のと 認める 。

監査意見の根拠

当監査法人は、 我が国において 一般に 公正妥当と 認め ら れる 監査の基準に 準拠し て監査を 行っ た 。 監査の基

準における 当監査法人の責任は、「 連結計算書類の監査における 監査人の責任」 に記載さ れて いる 。 当監査法人

は、 我が国に おける 職業倫理に関する 規定に 従っ て 、 会社及び連結子会社から 独立し て お り 、 ま た 、 監査人と

し て のそ の他の倫理上の責任を 果た し て いる 。 当監査法人は、 意見表明の基礎と なる 十分かつ適切な監査証拠

を 入手し た と 判断し ている 。

連結計算書類に対する 経営者並びに監査役及び監査役会の責任

経営者の責任は、 我が国に おいて 一般に 公正妥当と 認めら れる 企業会計の基準に 準拠し て 連結計算書類を 作

成し 適正に表示する こ と に ある 。 こ れに は、 不正又は誤謬に よ る 重要な虚偽表示のない連結計算書類を 作成し

適正に表示する ために経営者が必要と 判断し た内部統制を 整備及び運用する こ と が含ま れる 。

連結計算書類を 作成する に当た り 、 経営者は、 継続企業の前提に基づき 連結計算書類を 作成する こ と が適切

である か ど う か を 評価し 、 我が国に おいて 一般に 公正妥当と 認めら れる 企業会計の基準に基づいて 継続企業に

関する 事項を 開示する 必要がある 場合には当該事項を 開示する 責任がある 。

監査役及び監査役会の責任は、 財務報告プ ロ セス の整備及び運用における 取締役の職務の執行を 監視する こ

と にある 。
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連結計算書類の監査における 監査人の責任

監査人の責任は、 監査人が実施し た 監査に 基づいて 、 全体と し て の連結計算書類に不正又は誤謬に よ る 重要

な虚偽表示がないかど う かに つ いて 合理的な保証を 得て 、 監査報告書において独立の立場から 連結計算書類に

対する 意見を 表明する こ と に ある 。 虚偽表示は、 不正又は誤謬に よ り 発生する 可能性があり 、 個別に又は集計

する と 、 連結計算書類の利用者の意思決定に影響を 与え る と 合理的に見込ま れる 場合に 、 重要性がある と 判断

さ れる 。

監査人は、 我が国において 一般に公正妥当と 認め ら れる 監査の基準に 従っ て 、 監査の過程を 通じ て 、 職業的

専門家と し ての判断を 行い、 職業的懐疑心を 保持し て以下を 実施する 。

・ 不正又は誤謬に よ る 重要な虚偽表示リ ス ク を 識別し 、 評価する 。 ま た 、 重要な虚偽表示リ ス ク に対応し た

監査手続を 立案し 、 実施する 。 監査手続の選択及び適用は監査人の判断に よ る 。 さ ら に 、 意見表明の基礎と

なる 十分かつ適切な監査証拠を 入手する 。

・ 連結計算書類の監査の目的は、 内部統制の有効性について意見表明する ためのも のではないが、 監査人は、

リ ス ク 評価の実施に 際し て 、 状況に 応じ た 適切な監査手続を 立案する た めに 、 監査に 関連する 内部統制を 検

討する 。

・ 経営者が採用し た 会計方針及びそ の適用方法の適切性、 並びに経営者に よ っ て 行われた 会計上の見積り の

合理性及び関連する 注記事項の妥当性を 評価する 。

・ 経営者が継続企業を 前提と し て連結計算書類を 作成する こ と が適切である かど う か 、 ま た 、 入手し た監査

証拠に 基づき 、 継続企業の前提に 重要な疑義を 生じ さ せる よ う な事象又は状況に 関し て重要な不確実性が認

めら れる か ど う か結論付ける 。 継続企業の前提に 関する 重要な不確実性が認めら れる 場合は、 監査報告書に

おいて 連結計算書類の注記事項に 注意を 喚起する こ と 、 又は重要な不確実性に関する 連結計算書類の注記事

項が適切でない場合は、 連結計算書類に対し て除外事項付意見を 表明する こ と が求め ら れて いる 。 監査人の

結論は、 監査報告書日ま でに入手し た 監査証拠に 基づいて いる が、 将来の事象や状況に よ り 、 企業は継続企

業と し て存続でき なく なる 可能性がある 。

・ 連結計算書類の表示及び注記事項が、 我が国において一般に 公正妥当と 認めら れる 企業会計の基準に準拠

し て いる か ど う か と と も に 、 関連する 注記事項を 含めた連結計算書類の表示、 構成及び内容、 並びに 連結計

算書類が基礎と なる 取引や会計事象を 適正に表示し ている かど う かを 評価する 。

・ 連結計算書類に対する 意見を 表明する た めに 、 会社及び連結子会社の財務情報に関する 十分かつ適切な監

査証拠を 入手する 。 監査人は、 連結計算書類の監査に関する 指示、 監督及び実施に 関し て責任がある 。 監査

人は、 単独で監査意見に対し て責任を 負う 。

監査人は、 監査役及び監査役会に対し て 、 計画し た監査の範囲と そ の実施時期、 監査の実施過程で識別し た

内部統制の重要な不備を 含む監査上の重要な発見事項、 及び監査の基準で求めら れて いる そ の他の事項につ い

て報告を 行う 。

監査人は、 監査役及び監査役会に対し て 、 独立性につ いて の我が国に おける 職業倫理に関する 規定を 遵守し

た こ と 、 並びに 監査人の独立性に影響を 与え る と 合理的に考え ら れる 事項、 及び阻害要因を 除去又は軽減する

た めにセーフ ガード を 講じ ている 場合はそ の内容に ついて報告を 行う 。

利害関係

会社及び連結子会社と 当監査法人又は業務執行社員と の間には、 公認会計士法の規定に よ り 記載すべき 利害

関係はない。

以 上
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計算書類に係る会計監査報告 謄本

独立監査人の監査報告書
年５ 月 日2020 13

株式会社

取締役会 御中

有限責任 あずさ 監査法人

東京事務所

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 間 宮 光 健 ㊞

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 山 田 大 介 ㊞

監査意見

当監査法人は、 会社法第 条第２ 項第１ 号の 規定に 基づ き 、 株式会社Ｊ Ａ Ｌ Ｕ Ｘ の 年４ 月１ 日か ら436 2019
年３ 月 日ま での第 期事業年度の計算書類、 すなわち 、 貸借対照表、 損益計算書、 株主資本等変動計2020 31 59

算書及び個別注記表並びに そ の附属明細書（ 以下「 計算書類等」 と いう 。） に つ いて監査を 行っ た 。

当監査法人は、 上記の計算書類等が、 我が国に おいて 一般に公正妥当と 認めら れる 企業会計の基準に 準拠し

て 、 当該計算書類等に 係る 期間の財産及び損益の状況を 、 すべて の重要な点において適正に 表示し て いる も の

と 認める 。

監査意見の根拠

当監査法人は、 我が国において 一般に 公正妥当と 認め ら れる 監査の基準に 準拠し て監査を 行っ た 。 監査の基

準に おける 当監査法人の責任は、「 計算書類等の監査に おける 監査人の責任」 に 記載さ れて いる 。 当監査法人

は、 我が国に おける 職業倫理に関する 規定に 従っ て 、 会社から 独立し て お り 、 ま た 、 監査人と し て のそ の他の

倫理上の責任を 果た し て いる 。 当監査法人は、 意見表明の基礎と なる 十分かつ適切な監査証拠を 入手し た と 判

断し ている 。

計算書類等に対する 経営者並びに監査役及び監査役会の責任

経営者の責任は、 我が国に おいて 一般に 公正妥当と 認めら れる 企業会計の基準に 準拠し て 計算書類等を 作成

し 適正に 表示する こ と に あ る 。 こ れに は、 不正又は誤謬に よ る 重要な虚偽表示のない計算書類等を 作成し 適正

に表示する ために経営者が必要と 判断し た内部統制を 整備及び運用する こ と が含ま れる 。

計算書類等を 作成する に 当た り 、 経営者は、 継続企業の前提に 基づき 計算書類等を 作成する こ と が適切であ

る かど う かを 評価し 、 我が国において一般に公正妥当と 認め ら れる 企業会計の基準に基づいて継続企業に関す

る 事項を 開示する 必要がある 場合には当該事項を 開示する 責任がある 。

監査役及び監査役会の責任は、 財務報告プ ロ セス の整備及び運用における 取締役の職務の執行を 監視する こ

と にある 。
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計算書類等の監査における 監査人の責任

監査人の責任は、 監査人が実施し た 監査に 基づいて 、 全体と し て の計算書類等に 不正又は誤謬に よ る 重要な

虚偽表示がないかど う かに つ いて合理的な保証を 得て 、 監査報告書において独立の立場から 計算書類等に対す

る 意見を 表明する こ と に ある 。 虚偽表示は、 不正又は誤謬に よ り 発生する 可能性があり 、 個別に又は集計する

と 、 計算書類等の利用者の意思決定に影響を 与える と 合理的に見込ま れる 場合に 、 重要性がある と 判断さ れる 。

監査人は、 我が国において 一般に公正妥当と 認め ら れる 監査の基準に 従っ て 、 監査の過程を 通じ て 、 職業的

専門家と し ての判断を 行い、 職業的懐疑心を 保持し て以下を 実施する 。

・ 不正又は誤謬に よ る 重要な虚偽表示リ ス ク を 識別し 、 評価する 。 ま た 、 重要な虚偽表示リ ス ク に対応し た

監査手続を 立案し 、 実施する 。 監査手続の選択及び適用は監査人の判断に よ る 。 さ ら に 、 意見表明の基礎と

なる 十分かつ適切な監査証拠を 入手する 。

・ 計算書類等の監査の目的は、 内部統制の有効性に つ いて 意見表明する た めの も のではない が、 監査人は、

リ ス ク 評価の実施に 際し て 、 状況に 応じ た 適切な監査手続を 立案する た めに 、 監査に 関連する 内部統制を 検

討する 。

・ 経営者が採用し た 会計方針及びそ の適用方法の適切性、 並びに経営者に よ っ て 行われた 会計上の見積り の

合理性及び関連する 注記事項の妥当性を 評価する 。

・ 経営者が継続企業を 前提と し て計算書類等を 作成する こ と が適切である かど う か、 ま た 、 入手し た 監査証

拠に基づき 、 継続企業の前提に重要な疑義を 生じ さ せる よ う な事象又は状況に関し て 重要な不確実性が認め

ら れる かど う か結論付ける 。 継続企業の前提に関する 重要な不確実性が認めら れる 場合は、 監査報告書に お

いて計算書類等の注記事項に注意を 喚起する こ と 、 又は重要な不確実性に 関する 計算書類等の注記事項が適

切でない場合は、 計算書類等に 対し て 除外事項付意見を 表明する こ と が求め ら れて いる 。 監査人の結論は、

監査報告書日ま でに 入手し た監査証拠に基づいて いる が、 将来の事象や状況に よ り 、 企業は継続企業と し て

存続でき なく なる 可能性がある 。

・ 計算書類等の表示及び注記事項が、 我が国に おいて 一般に公正妥当と 認めら れる 企業会計の基準に 準拠し

て いる かど う か と と も に 、 関連する 注記事項を 含めた 計算書類等の表示、 構成及び内容、 並びに 計算書類等

が基礎と なる 取引や会計事象を 適正に表示し ている かど う かを 評価する 。

監査人は、 監査役及び監査役会に対し て 、 計画し た監査の範囲と そ の実施時期、 監査の実施過程で識別し た

内部統制の重要な不備を 含む監査上の重要な発見事項、 及び監査の基準で求めら れて いる そ の他の事項につ い

て報告を 行う 。

監査人は、 監査役及び監査役会に対し て 、 独立性につ いて の我が国に おける 職業倫理に関する 規定を 遵守し

た こ と 、 並びに 監査人の独立性に影響を 与え る と 合理的に考え ら れる 事項、 及び阻害要因を 除去又は軽減する

た めにセーフ ガード を 講じ ている 場合はそ の内容に ついて報告を 行う 。

利害関係

会社と 当監査法人又は業務執行社員と の間には、 公認会計士法の規定によ り 記載すべき 利害関係はない。

以 上
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監査役会の監査報告 謄本

監 査 報 告 書

当監査役会は、 年４ 月１ 日から 年３ 月 日までの第 期事業年度の取締役の職2019 2020 31 59
務の執行に関し て、 各監査役が作成し た監査報告書に基づき 、 審議の上、 監査役全員の一致

し た意見によ り 、 本監査報告書を作成し 、 以下のと おり 報告いたし ま す。

　

１ ． 監査役及び監査役会の監査の方法及びそ の内容

（ ） 監査役会は、 当期の監査の方針、 監査計画並びに重点監査項目等を定め、 各監査役か1
ら 監査の実施状況及び結果について報告を 受けるほか、 取締役等及び会計監査人から そ

の職務の執行状況について報告を受け、 必要に応じ て説明を求めま し た。

（ ） 各監査役は、 監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し 、 監査の方針、 職務の分担2
等に従い、 取締役、 内部監査部門そ の他の使用人等と 意思疎通を図り 、 情報の収集及び

監査の環境の整備に努める と と も に 、 以下の方法で監査を実施し ま し た。

① 取締役会そ の他重要な会議に出席し 、 取締役及び使用人等から そ の職務の執行状況

について報告を受け、 必要に応じ て説明を求め、 重要な決裁書類等を 閲覧し 、 本社及

び主要な事業所において業務及び財産の状況を調査いたし ま し た。

ま た、 子会社については、 子会社の取締役及び監査役等と 意思疎通及び情報の交換

を図り 、 必要に応じ て子会社から 事業の報告を受けま し た。

② 事業報告に記載さ れている取締役の職務の執行が、 法令及び定款に適合する こ と を

確保する ための体制そ の他株式会社及びそ の子会社から 成る 企業集団の業務の適正を

確保するために必要なも のと し て会社法施行規則第 条第１ 項及び第３ 項に定める100
体制の整備に 関する 取締役会決議の内容及び当該決議に 基づき 整備さ れて いる 体制

（ 内部統制シス テ ム） に つ いて、 取締役及び使用人等から そ の構築及び運用の状況に

ついて定期的に報告を受け、 必要に応じ て説明を求め、 意見を表明いたし ま し た。

③ 会計監査人が独立の立場を保持し 、 かつ、 適正な監査を実施し ているかを 監視及び

検証する と と も に 、 会計監査人から そ の職務の執行状況について報告を 受け、 必要に

応じ て説明を求めま し た。 ま た、 会計監査人から 「 職務の遂行が適正に行われる こ と

を確保するための体制」（ 会社計算規則第 条各号に掲げる事項） を 「 監査に関する131
品質管理基準」（ 年 月 日企業会計審議会） 等に従っ て整備し ている旨の通知2005 10 28
を受け、 必要に応じ て説明を求めま し た。

以上の方法に基づき 、 当該事業年度に係る事業報告及びそ の附属明細書、 計算書類（ 貸

借対照表、 損益計算書、 株主資本等変動計算書及び個別注記表） 及びそ の附属明細書並び

に連結計算書類 連結貸借対照表、 連結損益計算書、 連結株主資本等変動計算書及び連結注(
記表 について検討いたし ま し た。)
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２ ． 監査の結果

（ ） 事業報告等の監査結果1
① 事業報告及びそ の附属明細書は、 法令及び定款に従い、 会社の状況を 正し く 示し て

いるものと 認めます。

② 取締役の職務の執行に関する 不正の行為又は法令もし く は定款に違反する重大な事

実は認めら れません。

③ 内部統制システ ムに関する取締役会決議の内容は相当である と 認めま す。 ま た、 当

該内部統制シス テ ムに関する 事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行に つ いて

も 、 指摘すべき事項は認めら れません。

（ ） 計算書類及びそ の附属明細書の監査結果2
会計監査人「 有限責任 あずさ 監査法人」 の監査の方法及び結果は相当である と 認め

ます。

（ ） 連結計算書類の監査結果3
会計監査人「 有限責任 あずさ 監査法人」 の監査の方法及び結果は相当である と 認め

ます。

年５ 月 日2020 13
株式会社 監査役会

監査役（ 常勤） 葛 野 大 介 ㊞

社外監査役 木 下 宏 ㊞

社外監査役 後 藤 浩 之 ㊞

以 上
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株主総会参考書類

第１ 号議案 剰余金処分の件

当社は、 株主の皆様に対する利益還元を経営上の重要な事項と 認識し た う えで、 財

務体質の強化と 積極的な事業展開に必要な内部留保の充実を 勘案し 、 安定的に配当

を 実施する こ と を 基本方針と し ており ま す。 こ の方針に基づき 、 当期の期末配当金

は１ 株につき 円と さ せていただき たいと 存じ ま す。50

期末配当に関する事項

（ ） 配当財産の種類1
金銭

（ ） 株主に対する配当財産の割当てに関する事項及びその総額2
当社普通株式１ 株につき金 円50
総額 円632,564,650

（ ） 剰余金の配当が効力を生じ る日3
年６ 月 日2020 17
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第２ 号議案 取締役７ 名選任の件

取締役全員（ ７ 名） は、 本株主総会終結の時を も っ て任期満了と なり ま すので、 改

めて取締役７ 名の選任をお願いする ものであり ます。

取締役候補者は、 以下のと おり であり ま す。

候補者
番 号

氏名・ 生年月日 略歴、 地位、 担当及び重要な兼職の状況
所有する
当 社
株式の数

１

篠
し の

原
はら

昌
ま さ

司
し

年 月６ 日1957 11

年４ 月 日商岩井株式会社（ 現 双日株式会社） 入社1981
年４ 月 同社 エ ネルギー開発部長2006
年４ 月 同社 エ ネ ルギー ・ 金属部門長補佐 兼 エ ネル ギー ・2009

原子力本部長

年４ 月 同社 執行役員 エ ネルギー ・ 金属部門長補佐 兼 エ ネ2011
ルギー ・ 原子力本部長

年４ 月 同社 執行役員 エ ネルギー ・ 金属部門長補佐 兼 エ ネ2012
ルギー本部長

年４ 月 同社 欧・ 阿・ 中東・ ロ シ ア 総支配人補佐（ ア フ2013 N IS
リ カ 担当）

年４ 月 同社 欧・ 阿・ 中東・ ロ シ ア 総支配人補佐（ ア フ2014 N IS
リ カ ・ 中東担当）

年４ 月 同社 常務執行役員 中東・ ア フ リ カ 総支配人2016
年４ 月 当社 顧問2019
年６ 月 当社 代表取締役社長 社長執行役員（ 現任）2019

６ ０ ０ 株

取締役候補者と し た理由：

篠原 昌司氏は、 年よ り 当社代表取締役社長に就任し 、 総合商社の経営並びに海外事業分野での豊富2019
な経験と 幅広い見識を 活かし 、 強いリ ーダ ーシッ プ を 発揮し てお り ま す。 引き 続き 、 現中期経営計画及び

年に向けた 長期ビ ジ ョ ン 実現のた め、 取締役会の意思決定や監督機能の実効性強化を 期待し 、 取締2030
役候補者と いた し ま し た 。

２

丸
ま る

川
かわ

潔
き よ し

年 月８ 日1961 10

年４ 月 日本航空株式会社 入社1985
年６ 月 同社 成田空港支店総務部長2007
年２ 月 同社 お客さ ま 本部企画推進部長2010
年５ 月 同社 お客さ ま 本部企画推進部長 兼 商品・ サ ー ビ ス2010

戦略部長

年 月 株式会社日本航空イ ン タ ーナシ ョ ナル 執行役員2010 12
年４ 月 日本航空株式会社 執行役員2011
年６ 月 同社 執行役員2014

日本ト ラ ン ス オ ーシ ャ ン 航空株式会社 代表取締役社

長

年６ 月 当社 代表取締役 副社長執行役員 社長補佐（ 現任）2019

６ ０ ０ 株

取締役候補者と し た理由：

丸川 潔氏は、 年よ り 当社代表取締役に就任し 、 航空会社の経営並びに航空分野での豊富な経験と 幅2019
広い見識を 活かし 、 社長を 補佐する 立場と し ての リ ーダ ーシ ッ プ を 発揮し て お り ま す。 引き 続き 、 現中期

経営計画及び 年に向けた長期ビ ジ ョ ン 実現のた め、 取締役会の意思決定や監督機能の実効性強化を2030
期待し 、 取締役候補者と いた し ま し た 。
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候補者
番 号

氏名・ 生年月日 略歴、 地位、 担当及び重要な兼職の状況
所有する
当 社
株式の数

※
３

立
た て

石
いし

修
おさ む

年５ 月 日1961 29

年４ 月 テ ィ ーデ ィ ーエ ー商事株式会社 入社1984
年７ 月 株式会社ジ ェ イ エ イ エ ス ト レ ー デ ィ ン グ （ 現 当社）2002

企画室長

年６ 月 当社 財務部長2006
年６ 月 当社 財務部長 兼 内部統制管理部長2008
年３ 月 当社 内部統制管理部長2009
年４ 月 当社 コ ン プ ラ イ ア ン ス 部長2010
年４ 月 当社 執行役員 管理本部 副本部長 兼 コ ン プ ラ イ ア2016

ン ス 部長

年３ 月 当社 執行役員 管理本部長2019
年４ 月 当社 常務執行役員 管理本部長（ 現任）2020

４ ０ ０ 株

取締役候補者と し た理由：

立石 修氏は、 主に財務部、 コ ン プ ラ イ ア ン ス 部等の管理部門長を 務め、 ま た 年よ り 当社執行役員に2016
就任し 経営者と し て も 豊富な知識と 幅広い見識を 有し てお り ま す。 当社及び国内外子会社の管理部門体制

強化に力を 発揮し て き た経験から 、 取締役会の意思決定や監督機能の実効性強化を 期待し 、 取締役候補者

と いた し ま し た 。

４

小
お

川
がわ

洋
よ う

一
いち

年１ 月９ 日1950

年４ 月 日本空港ビ ルデン グ 株式会社 入社1972
年６ 月 同社 羽田事業所防災・ 保安部長2001
年７ 月 同社 本社防災・ 保安部長2002
年６ 月 同社 取締役 防災保安部担当2005
年６ 月 コ ス モ 企業株式会社 専務取締役2007
年６ 月 羽田エ ア ポー ト セキ ュ リ テ ィ ー 株式会社 取締役副社2009

長

年６ 月 日本空港ビ ルデン グ 株式会社 常勤監査役2011
年６ 月 株式会社日本空港ロ ジテ ム 代表取締役会長2015
年４ 月 株式会社 代表取締役社長（ 現任）2016 Air BIC
年６ 月 当社 社外取締役（ 現任）2016

日本空港ビ ルデン グ 株式会社 理事

年７ 月 同社 顧問（ 現任）2017
（ 重要な兼職の状況）

日本空港ビ ルデン グ株式会社 顧問

株式会社 代表取締役社長Air BIC
株式会社日本空港ロ ジテ ム 社外取締役

０ 株

社外取締役候補者と し た理由：

小川 洋一氏は、 年よ り 当社社外取締役に就任し 、 空港運営事業を 行う 複数企業での豊富な経験と 幅2016
広い見識を 活かし 、 経営全般に対する 監督、 チ ェ ッ ク 機能を 果た し て いただ いて お り ま す。 引き 続き 、 客

観的な立場で取締役会の意思決定や監督機能の実効性強化に寄与し て いた だき た いこ と から 、 社外取締役

候補者と いた し ま し た 。
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候補者
番 号

氏名・ 生年月日 略歴、 地位、 担当及び重要な兼職の状況
所有する
当 社
株式の数

５

太
おお

田
た

茂
し げる

年４ 月 日1949 10

年４ 月 大阪地方検察庁検事任官1977
年１ 月 大阪地方検察庁次席検事2004
年１ 月 最高検察庁検事2007
年７ 月 大阪高等検察庁次席検事2008
年６ 月 京都地方検察庁検事正2010
年 月 弁護士登録（ 現在に至る ）2011 11
年 月 虎ノ 門総合法律事務所入所2011 11
年４ 月 早稲田大学大学院法務研究科（ 法科大学院）・ 法学部2012

教授

年４ 月 日本大学危機管理学部 教授2017
年６ 月 当社 社外取締役（ 現任）2017

（ 重要な兼職の状況）

り んかい日産建設株式会社 社外取締役

０ 株

社外取締役候補者と し た理由：

太田 茂氏は、 年よ り 当社社外取締役に就任し 、 検察官、 弁護士、 大学教授等法務分野における 豊富2017
な経験と 幅広い見識を 活かし 、 経営全般に対する 監督、 チ ェ ッ ク 機能を 果た し て いただ いて お り ま す。 引

き 続き 、 当社と は独立し た客観的な立場で取締役会の意思決定や監督機能の実効性強化に寄与し ていただ

き た いこ と から 、 社外取締役候補者と いた し ま し た 。

６

斎
さ い

藤
と う

祐
ゆう

二
じ

年９ 月 日1964 26

年４ 月 日本航空株式会社 入社1988
年 月 同社 東京支店販売業務部長2009 10
年１ 月 同社 国際路線事業部長2011
年４ 月 同社 執行役員 経営管理本部長 現任）2019 (
年６ 月 当社 社外取締役（ 現任）2019

（ 重要な兼職の状況）

日本航空株式会社 執行役員 経営管理本部長

株式会社 エ ービ ーシー 社外取締役JAL

０ 株

社外取締役候補者と し た理由：

斎藤 祐二氏は、 年よ り 当社社外取締役に就任し 、 航空会社における 国内外全般の航空事業分野での2019
豊富な経験と 幅広い見識を 活かし 、 経営全般に 対する 監督、 チ ェ ッ ク 機能を 果た し て いた だ いて お り ま

す。 引き 続き 、 客観的な立場で取締役会の意思決定や監督機能の実効性強化に寄与し ていただ き たいこ と

から 、 社外取締役候補者と いた し ま し た 。
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候補者
番 号

氏名・ 生年月日 略歴、 地位、 担当及び重要な兼職の状況
所有する
当 社
株式の数

※
７

村
むら

井
い

宏
ひろ

人
と

年２ 月 日1967 27

年４ 月 日商岩井株式会社（ 現 双日株式会社） 入社1989
年４ 月 同社 機械部門 自動車本部 自動車第二部長2010
年５ 月 同社 経営企画部長2012
年４ 月 同社 自動車本部 副本部長2015
年４ 月 同社 自動車本部長2016
年４ 月 同社 執行役員 自動車本部長2018
年４ 月 同社 執行役員 リ テ ール ・ 生活産業本部長（ 現任）2020

（ 重要な兼職の状況）

双日株式会社 執行役員 リ テ ール ・ 生活産業本部長

双日食料株式会社 社外取締役

SAIGON PAPER CORPORAT ION A Member Of The Board
Of Management

０ 株

社外取締役候補者と し た理由：

村井 宏人氏は、 双日株式会社及びそ の国内外の関係会社において総合商社事業ま た経営者と し て の豊富

な経験と 幅広い見識を 有し て お り ま す。 そ の経験や見識を 活かし 、 客観的な立場で取締役会の意思決定

や監督機能の実効性強化に寄与し て いただ き たいこ と から 、 社外取締役候補者と いた し ま し た 。

※（ 注） 印は、 新任の取締役候補者であり ま す。1.
小川 洋一氏、 太田 茂氏、 斎藤 祐二氏及び村井 宏人氏の４ 氏は、 社外取締役候補者であり ま す。2.
取締役候補者と の間で締結し 、 ま た は締結する 予定の責任限定契約の内容の概要は以下のと おり であり ま3.
す。

当社は、 小川 洋一氏、 太田 茂氏及び斎藤 祐二氏の３ 氏と の間で、 会社法第 条第１ 項に 基づ く 損害(1) 423
賠償責任を 会社法第 条第１ 項に定める 最低責任限度額に限定する 旨の契約を 締結し て お り ま す。 ３ 氏425
が社外取締役に再任さ れ就任し た時は、 当社は３ 氏と の間で当該契約を 継続する 予定であり ま す。

村井 宏人氏が社外取締役に就任し た 時は、 当社は同氏と の間で会社法第 条第１ 項に 基づ く 損害賠償(2) 423
責任を 会社法第 条第１ 項に定める 最低責任限度額に限定する 旨の契約を 締結する 予定であり ま す。425
社外取締役候補者に関する 特記事項は以下のと お り であり ま す。4.
太田 茂氏は、 東京証券取引所の有価証券上場規程第 条の２ の定めに 基づ く 独立役員の要件及び当社(1) 436
が定める 「 社外役員の独立性判断基準」（ 頁を ご 参照下さ い。） を 満た し て お り 、 独立役員と し て 指定63
し 、 東京証券取引所に届け出ており ま す。 同氏が社外取締役に再任さ れ就任し た時は、 引き 続き 独立役員

と なる 予定であり ま す。

斎藤 祐二氏は、 当社の特定関係事業者（ 会社法施行規則第２ 条第３ 項第 号に規定） である 日本航空株(2) 19
式会社の業務執行者であり ま す。

小川 洋一氏、 太田 茂氏及び斎藤 祐二氏の３ 氏は、 現在当社の社外取締役であ り 、 就任し て から の年数(3)
は、 本総会の終結の時を も っ て 、 小川 洋一氏は４ 年、 太田 茂氏は３ 年、 齋藤 祐二氏は１ 年であり ま す。
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第３ 号議案 監査役２ 名選任の件

監査役木下 宏氏、 後藤 浩之氏の両氏は、 本株主総会終結の時を も っ て任期満了と

なり ますので、 改めて監査役２ 名の選任をお願いする ものであり ます。

本議案に関し ま し ては、 監査役会の同意を得ており ま す。

監査役候補者は、 以下のと おり であり ま す。

候補者
番 号

氏名・ 生年月日 略歴、 地位及び重要な兼職の状況
所有する
当 社
株式の数

１

後
ご

藤
と う

浩
ひろ

之
ゆき

年８ 月 日1961 22

年４ 月 東京海上火災保険株式会社（ 現 東京海上日動火災保1985
険株式会社） 入社

年７ 月 同社 名古屋営業第三部部長2009
年７ 月 同社 関西営業第二部長2013
年４ 月 同社 理事 関西営業第二部長2015
年４ 月 同社 執行役員 総合営業第一部長2016
年４ 月 同社 常務執行役員（ 現任）2019
年６ 月 当社 社外監査役（ 現任）2019

（ 重要な兼職の状況）

東京海上日動火災保険株式会社 常務執行役員

三菱鉱石輸送株式会社 社外取締役

東京国際空港タ ー ミ ナル株式会社 社外監査役

０ 株

社外監査役候補者と し た理由：

後藤 浩之氏は、 年よ り 当社社外監査役に就任し 、 東京海上日動火災保険株式会社の常務執行役員と2019
し て の豊富な経験と 専門知識を 活かし 、 経営全般に関する 監督、 チ ェ ッ ク 機能を 果た し て いた だ いて おり

ま す。 当社と は独立し た客観的な立場で監査役と し ての役割を 適切に遂行し 、 当社の経営の公正な監査を

期待でき る こ と か ら 、 社外監査役候補者と いた し ま し た 。

※
２

鈴
すず

木
き

省
せい

一
いち

年５ 月 日1963 11

年４ 月 大東京火災海上保険株式会社（ 現 あいお いニ ッ セ イ1986
同和損害保険株式会社） 入社

年４ 月 同社 企業営業開発部 金融営業開発室長2008
年 月 同社 福岡企業営業部長2010 10
年４ 月 同社 関西金融公務部長2013
年４ 月 同社 関西企業営業第二部長2014
年４ 月 同社 横浜支店長2016
年４ 月 同社 理事 東京企業２ 担当2019
年４ 月 同社 執行役員 東京企業２ 担当（ 現任）2020

（ 重要な兼職の状況）

あいおいニ ッ セイ 同和損害保険株式会社 執行役員 東京企業２ 担当

０ 株

社外監査役候補者と し た理由：

鈴木 省一氏は、 あいおいニ ッ セイ 同和損害保険株式会社の多数の部署において 、 ま た 年よ り 理事や2019
執行役員を 務める 等、 豊富な経験と 専門知識を 有し て お り ま す。 そ の経験や見識を 活かし 、 当社と は独立

し た 客観的な立場で監査役と し て の役割を 適切に 遂行し 、 当社の経営の公正な監査を 期待でき る こ と か

ら 、 社外監査役候補者と いた し ま し た 。

※（ 注） 印は、 新任の監査役候補者であり ま す。1.
後藤 浩之氏及び鈴木 省一氏の両氏は、 社外監査役候補者であり ま す。2.
監査役候補者と の間で締結し 、 ま た は締結する 予定の責任限定契約の内容の概要は以下のと おり であり ま3.
す。
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当社は、 後藤 浩之氏と の間で、 会社法第 条第１ 項に基づ く 損害賠償責任を 会社法第 条第１ 項に定(1) 423 425
める 最低責任限度額に 限定する 旨の契約を 締結し て お り ま す。 後藤 浩之氏が社外監査役に再任さ れ就任

し た時は、 当社は同氏と の間で当該契約を 継続する 予定であり ま す。

鈴木 省一氏が社外監査役に就任し た 時は、 当社は同氏と の間で会社法第 条第１ 項に 基づ く 損害賠償(2) 423
責任を 会社法第 条第１ 項に定める 最低責任限度額に限定する 旨の契約を 締結する 予定であり ま す。425
後藤 浩之氏は、 東京証券取引所の有価証券上場規程第 条の２ の定めに 基づ く 独立役員の要件及び当4. 436
社が定める 「 社外役員の独立性判断基準」（ 頁を ご 参照下さ い。） を 満た し て お り 、 独立役員と し て 指63
定し 、 東京証券取引所に届け出ており ま す。 同氏が社外監査役に再任さ れ就任し た時は、 引き 続き 独立役

員と なる 予定であり ま す。

後藤 浩之氏は、 東京海上日動火災保険株式会社の常務執行役員であり 、 当社は同社と の間で損害保険代

理店と し ての取引関係があり ま すが、 同社と の取引高は僅少であり 、 同氏の独立性に影響を 与える も ので

はないと 判断し てお り ま す。

鈴木 省一氏は、 東京証券取引所の有価証券上場規程第 条の２ の定めに 基づ く 独立役員の要件及び当5. 436
社が定める 「 社外役員の独立性判断基準」（ 頁を ご 参照下さ い。） を 満た し て お り 、 同氏が社外監査役63
に就任し た場合は、 独立役員と なる 予定であり ま す。

鈴木 省一氏は、 あいおいニ ッ セ イ 同和損害保険株式会社の執行役員であ り 、 当社は同社と の間で損害保

険代理店と し ての取引関係があり ま すが、 同社と の取引高は僅少であり 、 同氏の独立性に影響を 与え る も

のではないと 判断し ており ま す。

後藤 浩之氏は、 現在当社の社外監査役であり 、 就任し て から の年数は、 本総会の終結の時を も っ て 、 年6. 1
であり ま す。
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第４ 号議案 補欠監査役２ 名選任の件

監査役が法令に定める 員数を欠く こ と になる 場合に備え、 あら かじ め補欠監査役２

名の選任を お願いし たいと 存じ ま す。 当該補欠監査役候補者のう ち 、 大槻 一夫氏

は社外監査役以外の監査役の補欠の監査役と し て、 中野 明安氏は社外監査役の補

欠の社外監査役と し て、 そ れぞれ選任をお願いする ものであり ま す。

なお、 本議案に関し ま し ては、 監査役会の同意を得ており ます。

補欠監査役候補者は、 以下のと おり であり ま す。

候補者
番 号

氏名・ 生年月日 略歴、 地位及び重要な兼職の状況
所有する
当 社
株式の数

１

大
おお

槻
つ き

一
かず

夫
お

年５ 月６ 日1953

年４ 月 日商岩井株式会社（ 現 双日株式会社） 入社1977
年６ 月 同社 財務部プ ロ ジェ ク ト 金融室 室長2001
年４ 月 同社 新規事業開発グ ループ 企画業務室中小企業フ ァ2004

ン ド 準備チーム兼： AQUARIS FINANCE
SECRETARY

年７ 月 同社 新規事業開発グループ 企画業務室 室長2004
年４ 月 同社 産業情報グ ループ 企画業務室 室長2007
年 月 同社 Ｉ Ｒ 部 部長2008 10
年６ 月 株式会社メ タ ルワ ン 執行役員2010
年４ 月 双日株式会社 生活産業部門企画業務室 担当顧問2014
年６ 月 当社 常勤監査役2014
年６ 月 当社 常勤監査役 退任2018

０ 株

補欠監査役候補者と し た理由：

大槻 一夫氏は、 年よ り 年間の当社常勤監査役在任中は総合商社における 豊富な経験と 幅広い見識2014 4
を 活かし 、 経営全般に対する 監督、 チ ェ ッ ク 機能を 十分果た し て いた だ いて おり ま し た 。 監査役に就任し

た際には、 監査役と し て の役割を 適切に遂行し 、 当社の経営の公正な監査を 期待でき る こ と から 、 補欠監

査役候補者と いた し ま し た 。

２

中
なか

野
の

明
あき

安
やす

年８ 月９ 日1963

年４ 月 弁護士登録（ 現在に至る ）1991
年４ 月 丸の内総合法律事務所入所1991
年１ 月 丸の内総合法律事務所 パート ナー弁護士（ 現任）2005
年１ 月 当社 社外監査役2010

（ 重要な兼職の状況）

丸の内総合法律事務所 パート ナー弁護士

ア グ レ 都市デザイ ン 株式会社 社外監査役

株式会社ベク タ ー 社外監査役

０ 株

補欠社外監査役候補者と し た理由：

中野 明安氏は、 年には当社社外監査役就任経験も あり 、 弁護士と し ての専門的知見と 企業法務に関2010
する 豊富な経験を 発揮し て いた だ いて おり ま し た 。 社外監査役に就任し た際には、 当社と は独立し た客観

的な立場で社外監査役と し て の役割を 適切に遂行し 、 当社の経営の公正な監査を 期待でき る こ と か ら 、 補

欠社外監査役候補者と いた し ま し た 。
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（ 注） 中野 明安氏は、 補欠社外監査役候補者であり ま す。1.
大槻 一夫氏及び中野 明安氏の両氏は、 年６ 月 日開催の定時株主総会に おいて補欠監査役に選任2. 2019 14
さ れて おり ま す。

補欠監査役候補者と の間で締結する 予定の責任限定契約の内容の概要は以下のと おり であり ま す。3.
大槻 一夫氏が監査役に 就任し た時は、 同氏と の間で、 会社法第 条第１ 項に基づ く 損害賠償責任を 会423
社法第 条第１ 項に定める 最低責任限度額に限定する 旨の契約を 締結する 予定であり ま す。 ま た 、 中野425
明安氏が社外監査役に就任し た時は、 同氏と の間で、 会社法第 条第１ 項に基づ く 損害賠償責任を 会社423
法第 条第１ 項に定める 最低責任限度額に限定する 旨の契約を 締結する 予定であり ま す。425
補欠社外監査役候補者中野 明安氏は、 東京証券取引所の有価証券上場規程第 条の２ の定めに 基づ く4. 436
独立役員の要件及び当社が定める 「 社外役員の独立性判断基準」（ 頁を ご 参照下さ い。） を 満た し て お63
り 、 同氏が社外監査役に就任し た場合には、 独立役員と なる 予定であ り ま す。 中野 明安氏は、 丸の内総

合法律事務所のパート ナー弁護士であり 、 当社は同事務所と の間で顧問契約を 締結し てお り ま すが、 同事

務所に対する 顧問料そ の他の支払報酬の額は僅少であり 、 同氏は独立性を 有する と 判断し てお り ま す。

以 上
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（ ご参考）

社外役員の独立性判断基準

当社の定めた「 社外役員の独立性判断基準」 は、 以下のと おり です。

次に掲げる 属性のいずれにも該当し ない者が当社から の独立性を 有し ている と 判断し ており ま

す。

（ ） 過去 事業年度以内に、 当社及び当社の連結子会社（ 以下「 当社グ ループ 」） の業務執行1 10
者 であっ た者*1

（ ） 過去３ 事業年度以内に、 以下に該当し ていた者2
① 当社の大株主（ 直近事業年度末における 議決権保有比率が総議決権の ％以上を 有する10
者） ま たはその業務執行者

② 当社グループ の取引先で、 直近事業年度末の取引額が当社の年間連結売上高２ ％を 超える

取引先またはそ の業務執行者

③ 当社グループ を 取引先と する者で、 直近事業年度末の取引額がそ の者の年間連結売上高２

％を超える者ま たはそ の業務執行者

④ 当社グループ の借入先で、 直近事業年度末の借入額が当社の年間連結総資産２ を 超える%
借入先またはそ の業務執行者

⑤ 当社グループの法定監査を行う 監査法人に所属する者

⑥ 当社グループ よ り 役員報酬以外に過去３ 事業年度の平均で年間 万円を 超える 報酬を1,000
得ている弁護士、 公認会計士、 税理士またはコ ン サルタ ン ト

⑦ 当社グループよ り 過去３ 事業年度の平均で年間 万円を超える寄付を受けている者1,000
⑧ 社外役員（ 監査役を含む） の相互就任関係 と なる他の会社の業務執行者*2

（ ） 上記（ ） 及び（ ） に掲げる者の配偶者または二親等以内の親族3 1 2

１ 「 業務執行者」 は、 業務執行取締役及び執行役、 なら びに執行役員等の重要な使用人をい*
う 。

２ 会社の当社グループ の業務執行者が他の会社の社外役員を 兼任し 、 かつ、 当該他の会社*
の業務執行者が当社の社外役員である関係をいう 。

以 上
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を採用しています。

株主総会会場ご案内図（ 略図）

会 場 ヒ ルト ン 東京お台場 １ 階 「 オ リ オ ン 」

東京都港区台場一丁目９ 番１ 号

交通機関 東京臨海新交通「 ゆり かもめ」

新橋駅よ り 約 分の台場駅に直結JR 15
東京臨海高速鉄道「 り んかい線」

東京テレ ポート 駅から 徒歩 分10

※（ お願い） 昨今の新型コ ロ ナウ イ ルス蔓延の状況を踏まえ、 本招集通知２ 頁に記載

　 いたし ま し た と おり ご来場を見合わせるこ と を ご検討く ださ い。

※　 本総会ご出席の株主様へのお土産は廃止と さ せていただき ま す。

※　 当日ご来場さ れる場合も 、 大変恐縮ですがお車でのご来場は、 ご遠慮

　 いただ く よ う お願い申し 上げます。


